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第1表 基幹 メデ ィアの国際比較

国 名

項 目

日 本

郵 便

年間総利
用通数

年間1
人当た
り利用
通数

百 万 通 通
14,951127

電 報

年間総
利用通
数

万 通
4,IO4

年間1
人当た
り利用
通数

通

0.35

米 国ill・13・1481ト ・・ll・ ・1

電 話

総電話機
数

万 個
5,801

(有 線 放
送 電 話 を

含 む 。)

19.160

人 口100
人当た り
電話機数

個
49.4

83.7

テ レビ ジ ョソ

総 テ レビ
ジ ョン台

数

千 台
30,031

人 口100

人 当 た り
テ レビジ

ョン台数

台

25.7

170,80075.4

英 国11・ ・66【181【28gl・ ・51・7781…11・498【 ・・1

西 独ll・4441235 44・1・ ・7巨855i… 21・49・1…

・ ラ ン スll・572124718561・161・4694・ ・11・496!…

・ ナ ダ1・22312611421・ ・611・618167・1111・26・4・ ・

・ ・ 一 デ ・1・9341353il61・ ・21 662179・6巨2211…

ス イ ・h762158918gl・141 461レ ・・巨 ・13131・ ・

デ ン ー ・II・44412831381・ ・71 3321…ll・873i…

(注)1.郵 便通 数 は,UPU郵 便 業 務 統 計表 に よる1981年 度 の 数字 で あ る。 た だ

し,ス ウ ェーデ ン及 び カナ ダ は1980年 度 の 数字 で あ る。 ま た 米 国 は

USPS発 行 の年 次報 告 書 に よ る1981年 度 の数 字 で あ る。

2.電 報 通 数 は,ITU公 衆 電 気 通信 統 計 年 鑑 に よる1980年 度 の 数 字 で あ

る。

3.電 話機 数 は,AT&Tr世 界 の 電 話 」(1981年1月1目 現 在)に よ り作

成 。た だ し,日 本 及 び英 国 に つ い て は,1981年3月31目 現在

4。 テ レ ビ ジ ョン受 像 機 数 は,NHK資 料 に よ り作成 。 な お,日 本 は1982年

9月,米 国は1982年6月,他 は1981年i2月 の数 字 で あ る。 また,米 国 及

び カナ ダ以 外 は,受 信 許 可(契 約)件 数 。
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第2表

47年 度=100

年度別引受内国通常郵便物数

(単位:千 通)

年度

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

総 計

i2,297,945

12,937,316

13,793,394

13,873,797

12,749,786

13,474,617

14,052,606

15,010,726

15,491,134

工4,680,431

15,233,663

指
数

100

105

112

113

104

1】O

l14

122

126

119

124

普 通

11,721,958

12,303,494

13,129,330

13,201,676

12,185,759

12,907,145

13,468,878

14,401,772

14,859,431

14,068,646

14,634,426

書 留

249,169

266,585

277,772

282,833

254,805

256,238

258,528

262,084

270,783

259,528

261,711

普通速達

326,818

367,237

386,292

389,288

309,222

311,234

325,200

346,870

360,920

352,257

337,526

年 賀
(再 掲)

2,074,656

2,211,877

2,518,320

2,582,007

2,473,625

2,590,793

2,637,881

2,795,517

2,882,705

2,758,194

2,923,008

選 挙
(再 掲)

29,210

8,674

25,845

65,513

40,024

28,906

14,525

115,208

54,187

11,722

13,025



47年 度=100

第3表 年度別引受内国小包郵便物数

(単位

一449-

:千 個)

年度

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

総 計

175,858

180,189

176,758

156,487

178,800

187,781

19且,216

199,249

183,922

156,034

138,537

指 数

100

LO2

101

89

102

且07

109

113

105

89

79

普 通

1

135,922

138,527

134,888

119,025

145,927

155,812

160,876

169,719

157,858

135,961

122,345

書 留

15,575

15,197

14,596

13,060

10,877

9,885

8,887

8,348

7,498

5,830

5,090

普速 通達

24,361

26,465

27,274

24,402

21,996

22,084

21,453

21,182

18,566

14,243

11,}02



47年 度=100

第4表 年 度 別 外 国 郵 便 物 数

(単位:千 通(個))

年度

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

差 立

総 計

86,581

83,371

86,323

90,918

94,308

100,783

100,926

104,926

111,631

114,940

115,373

指

数

100

96

100

105

109

116

117

121

129

133

133

通 常

計

84,573

81,565

84,379

88,852

92,307

98,739

98,969

102,819

109,288

112,625

113,063

航空便

64,066

64,290

68,102

73,346

78,589

85,061

84,959

89,395

95,885

99,421

100,675

船 便

20,507

17,275

16,277

15,506

13,718

13,678

14,010

13,424

13,403

13,204

12,388

小 包

計

2,008

1,806

1,944

2,066

2,001

2,044

1,957

2,107

2,343

2,315

2,310

航空便

1,066

1,009

1,164

1,290

1,257

1,316

1,281

1,416

1,605

1,590

1,576

船便

942

797

780

776

744

728

676

691

738

725

734

到 着

総 計

108,037

111β47

111,612

110,458

112,321

115,625

120,628

121,162

117,554

119,251

119,709

指

数

100

104

103

102

104

107

112

112

109

110

111

通 常

計

lO6,702

110,407

110,170

109,024

110,949

114,206

119,071

119,567

115,970

117,757

118,270

航空便

66,886

72,831

72,850

74,615

77,172

81,399

86,059

86,876

86,119

86,637

89,319

船 便

39,816

37,576

37,320

34,409

33,777

32,807

33,012

32,691

29,851

31,120

28,951

小 包

計

1,335

1,440

1,442

1,434

1,372

1,419

1,557

1,595

1,584

1,494

1,439

航空便

571

666

647

675

648

692

797

812

815

752

716

船便

764

774

795

759

724

727

760

783

769

742

723

1
心

8
1
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第5表 年 度 別 郵 便 局 数
47年 度=100 (単位:局)

年
度
末

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

総 計

21,408

21,679

21,871

22,043

22,204

22,414

22,627

22,810

23,005

23,134

23,250

指数

100

101

102

103

104

105

106

107

107

108

109

普 通 郵 便 局

計

1,097

1,106

1,ll9

1,125

1,146

1,165

1,178

1,186

1,201

1,218

1,231

集

配

局

1,035

1,045

1,056

1,062

1,082

1,099

1,111

1,ll9

1,134

1,150

1,162

無

集

配

局

42

41

42

42

43

45

46

46

46

47

47

集

中

局

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

5

鉄
道
郵
便
局

14

14

14

14

14

14

14

14

14

14

14

船
舶
内
郵
便
局

2

2

3

3

3

3

3

3

3

3

3

特定郵便局

計

16,641

16,810

16,926

17,020

17,085

i7,182

17,320

17,455

17,586

17,673

17,742

集

配

局

4,730

4,711

4,698

4,690

4,668

4,646

4,631

4,617

4,590

4,536

4,482

無

集

配

局

ll,91L

12,099

12,228

12,330

12,417

12,536

12,689

12,838

12,996

13,137

13,260

簡

易

郵

便

局

3,670

3,763

3,826

3,898

3,973

4,067

4,129

4,169

4,218

4,243

4,277
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第6表 年度別郵便切手類 ・印紙売 リさば き所,

郵便ポス ト及び郵便私書箱 の数

年 度 末

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

郵便切手類 ・

印紙売 りさぼ

き所

io5,306

106,450

106,492

106,959

108,337

109,544

110,525

111,214

H2,457

112,632

Il3,465

個

郵 便 ポ ス ト

(4,409)
131,746

(4,319)

133,55且

(4,444)
135,271

(3,936)
135,622

(3,605)
137,164

(3,564)
138,906

(3,703)
140,409

(3,583)
141,644

(3,373)
!42,801

(3,295)
143,836

(3,256)
144,825

本

郵 便 私 書 箱

設 備 数

75,164

78,923

82,500

84,656

86,732

90,211

93,495

94,929

98,432

100,703

102,132

個

貸 与 数

43,886

47,094

48,812

49,730

49,936

49,729

50,753

50,819

52,542

52,708

53,682

個

(注)()内 は,私 設郵便 ポス トの再掲 である。



第7表 電報取扱機関数の推移

一453-

(単 位:局)

取扱機関
年 度 末

公取
扱

社局

郵委
託

政局

電 報 局

電 報 電 話 局

受 付 ・配 達

受 付 の み

52

27

1,486

4,101

13,720

53

26

1,499

4,035

13,857

54

26

1,503

4,012

13,969

55

26

1,503

3,846

14,213

56

26

1,507

3,650

14,468

57

26

1,507

3,456

14,696

第8表 電 話 取 扱 局 数

(57年度末現在, 単位:局)

電 電 公 社 取 扱 局

1

2

3

4

5

級

級

級

級

級

局

局

局

局

局

計

7(7)

313(313)

2,572(2,571)

1,533(1,493)

269(65)

4,694(4,449)

(注)()内 は,加 入 区域 の数 で ある 。



区

般

加

入

電

話

年 度 末
別

単 独 電 話

第9表 加 入 電 話 等 加 入 数 の 推 移

47

18,435,276

52 53 54 55 56

集

罵器

共 同 電 話

構 内 交 換 電 話
(PBX)

小 計

事 業 所 集 団 電 話
(ビル電話)

地 域 集 団 電 話

加 入 電 話 合 計

地 域 団 体 加 入 電 話
(組合加入回線数)

有 線放 送電 話接続 回 線

加 入 電 話 等 合 計

2,040,271

500,443

20,975,990

109,015

1,378,293

22,463,298

549

8,239

22,472,086

31,406,302

1,939,537

597,030

33,942,869

265,807

854,706

35,063,382

46

2,307

35,065,735

33,046,603

1,830,014

615,952

35,492,569

290,596

617,812

36,400,977

14

1,689

36,402,680

34,713,487

1,697,395

633,991

37,044,873

315,427

399,180

37,759,480

ll

1,346

37,760,837

36,293,688

1,541,087

654,521

38,489,296

348,346

213,597

39,051,239

n

1,010

39,052,260

37,775,048

1,384,064

670,791

39,829,903

371,148

73,933

40,274,984

ll

773

40,275,768

i

§
571

39,188,019≡ 皐

蜘

1,231,780重

683,218

41,103,017

395,274

1,974

41,500,265

8

595

41,500,868



第10表 種類別公衆電話数の推移

一455-

(単 位:個)一
街頭公衆電話

店頭公衆電話

100円公衆電話

計

人 口千人当た
り普及率

208,069

551,901

51,529

811,499

7。0

207,406

529,970

112,845

850,221

7.3

193,045

506,011

182,536

881,592

7.5

175,998

481,221

256,705

913,924

7.7

161,530

439,676

327,049

928,255

7.8

(注)100円 公衆電話 には,黄 電話及び新型赤 電話 のほか,カ ー ド公衆電話を含 む。

第11表 電話の附属装置等の状況

訳
プ ッシ ュホ ン

(個 数)

カ ラー電話機

(個数)

ビジネスホン

(個数)

ホ ー ム テ レホ

ン(セ ッ ト数)

さ しこみ電話

(装置数)

親 子 電 話
(個数)

電話 ファクス
(個数)

キ ャ ヅチ ホ ン

53

2,444,059

4,684,852

54

2,854,880

5,467,740

3,547,0423,804,337

〔1,412,117〕 〔1,692,256〕

639,514

〔43,700〕

1,381,024

792,894

〔56,625〕

1,465,997

4,680,7605,000,210

〔197,675〕 〔201,767〕

il,120

198,861

12,268

270,711

55

3,287,050

6,407,256

4,007,697

〔2,039,702〕

953,664

〔74,944〕

1,571,725

5,331,413

〔214,594〕

14,553

339,331

56

3,717,889

7,520,456

57

4,523,258

8,508,111

4,138,9584,113,649

〔2,548,484〕 〔3,346,586〕

1,120,485

〔95,416〕

1,685,039

5,660,102

〔222,919〕

30,117
(15,883)

430,828

1,268,898

〔123,303〕

1,816,261

5,951,!47

〔241,966〕

58,202
(43,622)

586,639

(注)1.〔 〕 内 は,加 入 者 の 設 置 に よる もの(保 存 引 受 を 含 む 。)の 数 で,そ れ

以 外 は 電 電 公社 の設 置 に よる もの の数 で ある 。

2.()内 は,ミ ニ フ ァ クス の再 掲 で あ る。
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第12表 専 用 サ ー ビ ス ー 覧 表 (57年度末現在)

区分

帯

域

品

目

品 名

規 格 陣 別

D規格

(3.4kHz)

E規 格

(5kHz)

F規 格

(10kHz)

G規 格

(12kHz)

D-1

(帯 域 使 用)

D-lS

(幣 使用)

D-2

(音声伝送)

D-3

(模写伝送)

D-5

(1,200b/s符号 伝 送)

D-7

(2,400b/s符号伝送)

D-9

(4,800b/s符号 伝 送)

D-10

(写 真 伝 送)

D-ll

(音 楽 放 送)

D-13

鰐 離)
E-1

(AM放 送)

F-1

(AM放 送)

G-2
(模写伝送)

内 容

通 常0.3kHzか ら3.4kHz

まで の 周 波 数 帯 域 を 伝 送

す る こ とが 可 能 な もの

通常0.3kHzか ら3.4kHz
まで の周波数帯域 を伝送
す ることが可能な もので
あって,伝 送特性に関す
る補正 を した もの

通常 の音声伝送が可能 な
もの

模写伝送が可能なもの

1,200b/s以 下 の 符 号 伝 送

が 可 能 な もの

2,400b/sの 符 号 伝 送 が 可

能 な もの

4,800b/sの 符 号 伝 送 が 可

能 な もの

写真伝送が可能なもの

音楽放送が可能なもの

9,600b/sの 符 号 伝 送 が 可

能 な もの

通常100Hzか ら5kHzま
での周波数帯域 を伝送す
ることが可能 なもの

通常50Hzか らlokHzま
での周波数帯域を伝送す

ることが可能 なもの

模写伝送が可能なもの

用 途(参 考)

電信,電 話,デ ータ伝送,
心電図伝送,手 書伝送,

模写伝送(書 画伝送,図
面伝送等),遠 隔制御,
遠方監視

電話

模写伝送(書 画伝送,図
面伝送等),電 話

データ伝送,遠 隔制御,
遠方監視,電 話,模 写伝送

(書面伝送,図 面伝送等)

写真伝送,電 話,模 写伝送
(書画伝送,図 面伝送等)

音楽放送

データ伝送,遠 隔制御,

遠方監視,電 話,模 写伝送
(書画伝送,図 面伝送等)

AM放 送中継

模写伝送(書 画伝送,図
面伝送等),電 話
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区分

帯

域

品

目

符

号

品

目

品 名

規 格 種 別

H規 格

(15kHz)

1規 格

(48kHz)

J規 格

(240kHz)

L規 格

(4MHz)

H-2

(FM放 送)

1-i

(帯 域 使 用)

1-2

擁 送模)

1-3

(48kb/s符号伝送)

J-1

(帯域 使 用)

J-2

(写真 ・模写伝送)

L-2

(映像伝送)

50b/s

100〃

200〃

300〃

1,200〃

2,400〃

4,800〃

9,600〃

48kb/s

内 容

通常40Hzか ら15kHzま
で の周波数帯域 を伝送す
ることが可能 な もの

通常60kHzか ら108kHz
までの周 波数帯域 を伝送
す ることが可能 なもの

写真伝送及び模写伝送が
可能なもの

48kb/sの 符号伝送 が 可

能 な もの

通常312kHzか ら552kHz
までの周 波数帯域 を伝送
す ることが可能 なもの

写真伝送及び模写伝送が
可能なもの

映 像信号及び音 響を伝送
す ることが可能 なもの

50b/s以 下の符 号伝送が

可能な もの

100b/s以 下の符号伝送が

可能な もの

200b/s以 下の符号伝送が

可能な もの

300b/s以 下の符号伝送が
可能 なもの

1,200b/s以 下 の符 号 伝 送

が 可 能 な もの

2,400b/sの 符 号 伝 送 が 可

能 な もの

4,800b/sの 符 号 伝 送 が 可

能 な もの

9,600b/sの 符 号 伝 送 が 可

能 な もの

48kb/sの 符 号 伝送 が 可

能 な もの

用 途(参 考)

FMス テ レオ放 送中継

電話,写 真伝送,模 写伝
送(書 画伝送,図 面伝送
等),デ ータ伝送,新 聞
紙面伝送

写真伝送,模 写伝送(書
画伝送,図 面伝送等),
新聞紙面伝送,電 話

デ ータ伝送,模 写 伝 送
(書画伝送,図 面伝送等)

電話,写 真伝送,模 写伝
送(書 画伝送,図 面伝送
等),デ ー タ伝送,新 聞
紙面伝送

写真伝送,模 写伝送(書
画伝送,図 面伝送等),
新聞紙面伝送,電 話

テ レビ ジ ョン放 送 中 継

電信,デ ータ伝送,遠 隔
制御,遠 方監視

デ ータ伝送,遠 隔制御,

遠方監視

デ ー タ伝 送
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第13表 規 格 別 専 用 回 線 数

(57年度末現在)

区 分 回 線 数 等

帯

域

品

目

符

号

品

目

D 規 格 222,970

E 38

F 〃 286

G 〃 [,092

H 40

1 〃 385

J 27

L規 格(端 末回線 数) 504

50b/s 91,915

100〃 347

200〃 54

300〃 o

1,200〃 6

2,400〃 12

4,800" 16

9,600〃 2

48kb/s 0

映 像 伝 送 532

無 線 専 用(契 約件数) 533
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第14表 有線放送電話の地域別施設状況

(57年度末現在)

区 別1都 道府県1施設数 麻 設撒

関

東

信

越

東

海

北

陸

近

畿

東 京

神 奈 川

埼 玉

群 馬

千 葉

茨 城

栃 木

山 梨

7

11

20

27

18

13

11

14

13,657

18,552

30,250

49,057

37,025

25,639

16,734

20,866

計1121211,78・

長 野

新 潟

75

33

241,166

44,371

計}1。 ・128・537

愛 知

岐 阜

三 重

静 岡

26

18

26

33

84,593

47,845

52,986

102,948

計i1・3128・372

富 山

石 川

福 井

11

5

10

計[・ ・

大 阪

京 都

兵 庫

奈 良

滋 賀

和 歌 山

1

17

32

6

26

19

5,869

8,639

17,210

31,7【8

380

15,588

78,942

6,630

75,195

34,546

計[1・ll・11,281

区 別1都 道府県1施 灘

中

国

広 島

鳥 取

島 根

岡 山

山 口

17

3

23

18

34

端末設備数

四

国

九

州

東

北

39,669

9,735

73,381

31,623

59,665

計1・5121・ ・73

愛 媛

香 川

徳 島

高 知

計

福 岡

佐 賀

長 崎

熊 本

大 分

宮 崎

鹿 児 島

18

22

23

7

38,515

72,860

44,790

13,511

1・ ・h6・676

10

1

2

12

4

1

5

18,735

1,155

2,423

22,475

3,562

72

10,227

計1351…4・

宮 城

福 島

岩 手

山 形

秋 田

青 森

13

17

16

13

2

3

16,785

25,581

41,908

25,815

2,781

3,487

計164111・357

北 海 道1・hl21

沖 縄i・ ・91・

合 計1733【1・59…4



一460一 附属資料編

第15表 対外直通回線設定対地及び伝送方式(57年 度末現在)

対 地

ア

ジ

ア

ア

メ

リ

カ

ア ラ ブ首 長 国 連

邦

イ ス ラ エ ル

イ ラ ク

イ ラ ン
イ ン ド

イ ン ド ネ シ ア
オ マ ー ン

韓 国

北 朝 鮮
ク ウ 山 イ ト

サ ウデ ィ ーア ラ
ビ ア

シ ン ガ ポ ー ル

ス リ ・ラ ン カ

タ イ

台 湾中

国へ り

不 ハ ー ル
パ キ ス タ ン

パ ハ レ ー ン

パ ン グ ラデ シ ュ

ビ ル マ

フ ィ リ ピ ン

ブ ル ネ イ

香 港

マ レ イ シ ア

ラ オ
レ パ ノ

モ ン ゴ

ヨ ル ダ

ス

ン

ノレ

ン

アル ゼ ン テ ィン

ヴ 占 ネ ズ エ ラ
カ ナ ダ
コ ロ ン ビ ア

ノこ

フ

米
ペ

メ

コ

ナ
ラ ジ

ノレ

キ シ
ス タ リ

マ

ノレ

国

コ

カ

伝 送 方 式

衛星

1

I

I
I

I

1

I

I

P

IP

1

I

I

I
I

I

1

1

1

P

P

P

P

P

P

P

P

I

I

I

I

I

I

I

1

P

P

P

ケーブル際

OLUHO

JK

TPC

OLUHO

OKT

TPC
OLUHO

TPC
OLUHO
TPC
OLUHO

TPC

TPC

OH

HF

対 地

欧

州

ア

フ

リ

カ

大

洋

州

ア イ ル ラ ン ド

イ タ リ ア

英 国

オ ー ス ト リ ア

オ ラ ン ダ

ギ リ シ ア
ス イ ス

ス ウ ェ ー デ ン

ス

西
ソ

ペ イ ン

独
連

チ ェ コス 巨パ キ

ア

デ ン マ ー ク

東 独
ト ル コ
フ ィ ソ ラ ン ド

フ ラ ン ス

ブ ル ガ リ ア
ベ ル ギ ー

ポ ー ラ ン ド
ポ ル ト ガ ル

ノ ー ル ウ ェ ー

ル ー マ ニ ア

ル クセ ン ブル グ
ユ ー ゴ ー ス ラ ヴ

ィ ア

ア ル ジ ェ リ ア
エ ジ プ ト

エ テ ィオ ピ ア

ケ ニ ア

南 ア フ リ カ
ナ イ ジ ェ リ ア

象 牙 海 岸
タ ソ ザ ニ ア

オ ー ス ト ラ リ ア

グ ア ム

サ イ パ ン

ー ユ ー ・ ジ ー ラ

ン ド

ハ ワ イ

パ プ ア ・ニ ュ ー

ギ ニ ア

伝 送 方 式

衛星

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

1

工

I

I

I

P

P

P
P

P

ケ ー フ ル

JASC
TPC

JASC

JASC

JASC
JASC
JASC

JASC

TPC

TPC

TPC

TPC

TPC

その

他

HF
(休止
中)

(注)1:イ ン テ ルサ ッ ト ・イ ン ド洋 衛 星

P:イ ン テル サ ッ ト ・太 平 洋 衛 星OLUHO

OH:対 流 圏 散 乱 波 方 式JASC

HF:短 波OKT

TPC:太 平 洋 横断 ケ ー ブル(第1,第2)JK

沖 縄 ・ル ソ ン ・香 港 ケ ー ブ ル

日本 海 ケ ー ブル

沖 縄 ・台 湾 間 ケ ー ブル

日本 ・韓 国 間 ケ ー ブル
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第16表 国際電報,国 際加入電信及び国際電話取扱数の推移

譜
47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

電 報

562

600

550

525

499

447

412

368

334

294

256

万通

加 入 電 信

802

1,073

1,298

1,623

1,971

2,344

2,786

3,272

3,798

4,227

4,593

万度

電 話

433

632

733

857

1,022

1,212

1,569

1,959

2,343

2,980

3,798

万度

国際 電 電資 料 に よる。

(注)数 値 は,発 信,着 信,中 継 信(シ ング ル ・カ ウ ン ト)の 合計 を 示 す。
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第17表 世界の主な海底同軸ケーブルー覧表(57年 度末現在)

醐1

太

平

洋

日

本

海

大

西

洋
　

地
中
海
等
を
含
む
」

名 称

第一 ハ ワイ ケー ブル第
二 〃

第三 〃

第 一 太 平 洋 横断 ケー ブ ル

第 二 太 平 洋 横 断 ケ ー ブル
グ ア ム ・フ ィ リピ ン ケー ブル

日本 海 ケ ー ブル

目 ・中 ケ ー ブル

沖 縄 ・台 湾 ケー ブル

英 連 邦 太 平 洋 ケー ブル

英 連 邦 東 南 ア ジ ア ケー ブル

沖縄 ・ル ソ ン ・香 港 ケー ブル

台 湾 ・フ ィ リピ ン ケー ブルASE
ANケ ー ブル

日 ・韓 ケ ー ブル

台 湾 ・グ ア ム ケ ー ブル
オ ー ス トラ リア ・ニ ュ ー ・ジー

ラ ン ドケ ー ブル

オ ー ス トラ リア ・
パ プア ケ ー ブル

第二大西 洋横断 ケー ブル
第三第

四
第五第
六

〃

〃

"

〃

第一 カナ ダ大西洋横断 ケーブル

第二 〃

ス コ ッ トラ ン ド ・

アイ ス ラ ン ド間 ケ ー ブル

アイ ス ラ ン ド ・

カナ ダ間 ケ ー ブル

ブ ラ ジル ・

カナ リー群 島 間 ケ ー ブル

南 ア フ リカ ケ ー ブ ル

地 中 海 ケ ー ブ ル

第 一 スペ イ ン ・
カナ リー群 島 間 ケ ー ブル

第 二 〃

ヴ ェ ネ ズ エ ラ ・
スペ イ ン間 ケ ー ブル

第 一 セ ソ ト。 トーマ ス ケ ー ブル

第 二 〃
イ ス ラエ ル 。イ タ リア ケ ー ブル

区 間1離1鶴

米 本 土 ～ ハ ワイ
〃 ～ 〃

　 　 　

ハ ワイ～ グア ム

グア ム～ 日本(二 宮)
ハ ワイ～ グア ム ～ 日本(沖 縄)

グア ム～ フ ィ リピ ン

日本(直 江 津)～ ソ連(ナ ホ トカ)

日本(熊 本)～ 中 国(上 海)

日本(沖 縄)～ 台湾(頭 城)
カナ ダ～ ス パ～ オ ー ス トラ リア

オ ー ス トラ リア～ グア ム

グア ム～ シ ソガ ポ ー ル

日本(沖 縄)～
フ ィ リピ ン(ル ソ ン)

フ ィ リピ ン(ル ソ ン)～ 香 港

台湾 ～ フ ィ リピ ソ(ル ソ ン)
フ ィ リピ ン～ シ ン ガポ ー ル

シ ン ガポ ー ル ～ イ ン ドネ シ ア

日本(浜 田)～ 韓 国(釜 山)

台 湾 ～ グ ア ム
オ ー ス トラ リア～

ニ ュ ー ・ジ ー ラ ン ド

オ ー ス トラ リア～ パ プ ア ・
ニ ユ ーギ ニ ア

カナ ダ～ フ ラ ン ス

米 本 土 ～ 英 国
〃 ～ フ ラ ン ス

〃 ～ スペ イ ン

〃 ～ フ ラ ン ス

英 国 ～ カナ ダ
ノノ 　 　

英 国(ス コ ッ トラ ン ド)～
アイ ス ラ ン ド

カナ ダ～ グ リー ン ラ ン ド～

アイ ス ラ ン ド

ブ ラ ジル ～ カナ リー群 島

ポ ル トガル ～ 南 ア フ リカ

イ タ リア～ スペ イ ン
ス ペ イ ン～ カナ リー群 島

　ノ 　 ノノ

ヴ ェ ネ ズ エ ラ～ ス ペ イ ン

米本土～ ヴァー ジン群 島
　 リ ノノ

イ ス ラ エ ル ～ イ タ リ ア

㎞

4,080

4,420

4,410

7,130

2,660

9,330

2,720

890

870

680

15,280

5,580

7,490

1,390

880

900

2,360

1,000

290

2,720

2,230

870

4,710

6,530

6,680

6,420

6,830

4,590

5,270

1,270

3,230

4,890

10,920

1,840

1,400

1,480

6,500

電話級
回 線

51

142

845

142

138

845

128

120

480

480

82

166

82

1,200

1,380

480

1,380

480

2,700

640
480

480

48

138

138

845

4,190

80

1,840

26

24

160

360

640

160

1,840

1,840

2,190142

2,450845

2,6501,380

国際電電資料 に よる。



第18表 電電公社の固定資産の推移

一463-

(単 位:億 円)

「一 」52 53 54 55 56 57

有形固定資産(純 額)
169,Qggl・ ・2247・ ・1・1・・9988・796【 …37

無 形 固 定 資 産 レ,・74i1,37711,69211・897移 ・74レ269

合 計
レ ・1731・ …1【 ・…28・8959・87・1・ …6

第19表 電電公社の負債の推移

(単位:億 円)

一52 53[・4 55 56 57

流 動 負 債 ・,・・4h4381・35・1・,263h515【 ・・259

固 定 負 債
(うち電信電話債券) 1(52,6015且,758)鵬:lll)1(1量劉(ll劃(器;lll)【(ll彊

そ の 他 の 負 債 ggl7gl781 71 911145
合 計

156,1741・ ・6251…4・156β931・ ・925【 ・・359

第20表 電電公社の総資本 における固定資産,負 債の構成比の推移

(単位:%)

一1・ ・ 53 54 55 56 57

固 定 資 産 構 成 比 …1・ ・99・ ・1・ ・891・ ・ 【 …

負 債 構 成 比 … 釧 …1・ 剰 … 55.0

第21表 電電公社の建設投資額の推移

(単位:億 円)

年 劇52 53 54 55 56 57

建 設 投 資 額 1動24・ll・398116・66417,・9。 レ7・523 17,432

第22表 電電公社の職員数の推移 (単位:人)

年 度 末152 53 54 55 56 57

職 員 数32…732・ ・4・132…8327・1711326・66・1323,338
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第23表 無 線 局

総

計

固

定

局

航 放
空
固 送

定
局 局

放
送
試

験
局

海

岸

局

航

空

局

i基

地

局

携
帯
基
地
局

信
号
報
知
局

船

舶

局

遭通

難報

自

動局

総 計 ト・1・8221・・87613711・59・11/,388i8573・3221・28111,・5gl…9111,486

公 衆 通 信
陸 上 運 輸
海上水上運輸
航 空 運 輸
放

新
漁
ガ
電

送

聞
業
ス

気
上 一下 水 道

港 務
港 湾 工 事
水防水利道路
土 木 ・建 設
鉱 業

金 融・保 険
製 造 販 売
農 業
林 業消 防

救 急 ・医 療
気 象
教 育
地 方 行 政
防 災 行 政

公 害 対 策
警 備
宇宙開発研究
上記以外の国

家行政
ア マ チ ュ ア

ス ポ ー ツ ・レ

ジ ャー

市 民 ラ ジ オ

そ の 他

75,977

351,730

11,405

4,204

27,047

3,984

88,199

9,286

35,516

7,848

5,557

3,848

19,341

138,404

938

3,042

337,648

16,399

4,332

54,555

3,713

1,328

3,053
14,640

28,847

1,509

10,738

268

80,786

550,338

1,826

3,117

i13,399

3,011

784

38

64

781

55

81

310
2,971

806

12

54

6,932

44

84

3

37

512

136

1,852

72

233

62
494

7,095

1,086
1,124

22

3,295

0

o

o

826

0

0

0

22

0

0

0

0

0

0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

!5

0

0

0

0

0

0

0

0

15,590

0

0

0

0

0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

O

o

O

197

o

177

0

0

o

687

0

0

0

31

0

0

0

0

0

0
0

0

0

0

0

4

3

0

O

o

2

246

0

40

0

1

4

0

0

548

0

35

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2

0

0

13

O

O

6

0

0

0

0

0

249

0

0

0

0

2,075

13,764

70

153

375

518

5

431

2,381

648

106

99
1,450

1,491

69

295

4,406

638

262

2,521

165

54

323

922

1,397

42

703

3

1,963

0

0

0

975

231

2

34

2

311

388

64

1

483

15

17

13

98

3

1

0

66

0

0

52

40

0

8

33

41

0

0
2

3ig

o

1

0

56

370

5

0

0

0

0

0

6

18

1

0

0

0

7

5

6

497

8

0

0

188

0

16

19

0

0

1

0

13

0

2

0

797

3

0

5,386

0

0

0

69,646

0

0

0

287

25

0

20

1

O

l6

0

0

5

2

5

41

13

0

2

0

0

435

0

1,160

0

44

0

0

970

0

0

0

142

0

0

0

186

86

O

l4

0

0

9

0

0

3

0

0

1

1

0

0

0

0

12

0

54

0

8
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施 設 数

(57年度末現在)

船
上
通
信
局

2,048

0
0

11

0

0

0

0

3

2

0

1,857

0

10

0

0

0

151
0

0

0

0

0

0

0

0

o

o

O

0

0

0

0

14

航

空

機

局

1,507

O

o

O

l,192

0

28

0

0

6

0

0

0

0

0

0

0

9

0

0

14

0

0

51

0

1

O

o

O

lO1

0

0

陸
上
移
動
局

688,966

0

105

55,447
298,388

780

1,674

5,156

1,762

37

8,454

27,087

6,362

1,054

1,766

10,426

23,933

532

2,202

61,571

7,924

3,526

46,629

1,481

451

237

12,797

20,175

lO3

5,754

8

66,577

0

0

O

I6,635

携

帯

局

29,727

14,323

324

364

67

2,093

1,177

510

11

374

2

305

437

10

51

12

0

421

0

0

3,448

88

41

337

50

137

205

0

57

4,043

0

6

0

834

無
線
測
位
局

24,973

18

159

2,948

305

29

6

16,951

3

22

8

504

268

83

18

7

5

56

1

1

9

2

32
91

18

1

12

1

6

2,968

0

145

0

296

地

球

局

10

7

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

3

0

0

0

O

O

船
舶
地
球
局

182

182
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

O

o

O

0

O

o

o

o

宇

宙

局

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

o

0

0

非

常

局

60

6

O

o

O

O

O

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

Q

O

0

0

0

0

0

0

0

0

O

0

0

0

実

験

局

2,661

101

24

2

24

98

0

46

0

3

0

O

O

4

3

0

0

1,604

0

0

9

0

8

248

26

0

4

0

144

162

0

0

0

[51

実
用
化試

験
局

2,874

0

0

0

0

2,582

0

0

0

0

0

O

o

O

2

0

0

0

0

Q

O

0

8

0

0

0

0

0

10

272

0

o

O

o

ア
マ

チ
ユ

ア

局

550,338

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

O

o

O

0

550,338

0

0

0

簡
易
無
線
局

536,847

8

38,280

625

138
31

15

30

67

2,074

6

!,196
1,094

320

112,817

225

気
象
援
助
局

702

531

268,798

7,316

407

0

1,671

21

1,601

177

0

49

3,155

5

1

0

418

3,117

92,638

O

O

O

O

o

0

0

0

39

0

2

6

8

1

2

0

5

0

0

0

4

469

27

27

0

6

0
5

82

0

0

0

19

標
準
周
波
数
局

1

0

0

0

0

0

O

Q

O

O

O

0

0

0

0

0

特
別
業
務
の
局

37

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

O

0

O

o

0

0

0

15

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

6

0

0

0

0

0

0

16

0

0

0

0
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第24表 無 線 局 数

局
種

年度末
＼

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

総

計

932,819

1,082,272

1,210,753

1,321,875

1,425,698

i,519,344

1,658,967

1,816,115

1,982,785

2,121,247

2,012,822

固

定

局

14,944

16,570

!8,195

20,081

21,626

22,921

25,185

27,230

29,243

31,201

32,876

航
空
固
定
局

53

48

51

52

53

51

51

52

49

49

37

放

送

局

5,631

6,290

6,907

7,523

8,276

9,177

lO,195

ll,146

12,052

12,816

15, .590

放
送
試
験
局

2

2

3

1

1

1

1

1

1

1

1

海

岸

局

1,064

1,103

1,137

1,156

1,173

1,192

1,314

1,339

1β38

1,351

1,388

航

空

局

420

454

508

532

577

605

662

732

782

834

857

基

地

局

17,739

19,633

21,343

23,158

24,665

27,226

29,511

31,700

34,088

35,553

38,322

携
帯
基
地
局

1,371

1,419

1,545

1,592

1,607

1,683

1,869

2,019

2,133

2,245

2,281

信
号
報
知
局

349

571

780

904

1,049

1,212

1,362

1,732

1,780

1,770

1,959

船

舶

局

43,436

46,816

49,378

50,725

53,847

57,767

63,936

69,248

73,084

74,858

77,091

遭通

難報

自

動局

4,999

4,316

4,071

3,613

3,063

2,482

2,296

2,172

1,891

1,691

1,486

船
上
通
信
局

235

652.

734

1,016

1,403'

1,575

2,048;
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の 推 移

航

空

機
'局

』

981

1,053

1,107

1,148

1,146

1,164

1,226

1,392

1,419

1,431

1,507

陸
上
移
動
局

257,997

298,765

329,052

357,752

388,655

427,262

471,473

519,578

572,654

628,425

688,966

携

帯

局

14,843

16,757

19,272

21,124

21,397

22,266

23,391

24,417

26,766

28,561

29,727

無
線
測
位

局

地

14,713

19,418

24,977

28,515

31,786

20,815

24,588

29,235

33,211

35,995

24,973

球

局

2

2

2

2

2

2

2

3

3

7

10

船
舶
地
球
局

131

182

宇

宙

局

1

非

常

局

127

128

133

135

159

158

159

134

60

60

60

実

験

局

1,375

1,647

1,796

1,860

1,901

1,484

1,844

1,879

2,063

2,364

2,661

実
用
化
試験

局

16

5

7

7

3

14

828

1,878

2,966

3,887

2,874

ア
マ

チ
ユ

ア

局

213,335

246,514

286,247

320,304

341,018

364,091

399,915

442,105

485,530

523,021

550,338

簡
易
無
線
局

338,851

400,037

443,520

480,966

522,734

556,426

597,723

646,403

699,441

732,561

536,847

気
象
援
助
局

561

708

705

709

707

670

676

679

799

827

702

標
準
周
波
数
局

t
1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

特
別
業
務
の
局

9

15

16

L5

17

22

25

24

28

32

37
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第25表 国内データ

区 別

年 度 末

特

定

通

信

回

線

帯

域

品

目

符

号

品

目

D-1(帯 域 使用)

D-lS(帯 域 使用 ・特)

D-5(1,200b/s)

D-7(2,400b/s)

D-9(4,800b/s)

D-13(9,600b/s)

1-1(帯 域 使 用)

1-3(48kb/s)

」-1(帯 域 使 用)

50b/s

lOOb/s

200b/s

300b/s

1,200b/s

2,400b/s

4,800b/s

9,600b/s

48kb/s

53

回緻 礎 度箆

31,392

2

294

95

25

95

1

4

且2,055

423

5,963

122.3%

148.4

10,584

5,788

592

17

92

103.4

87.8

100.0

54

回 線 数

公信
衆回
通線

合計

39,236

49

114

99

27

140

7

17,873

413

6,124

ll,353

7,039

888

49

104

計 ・・42211・ ・1 83,515

電 話 型(お お む ね1,200b/s)

電 信 型(50b/s)

計

回 線 数

伝 送 可 能 ビ ッ ト 数

12,606

3,611

16,217

83,639

91,235,800

151.8

94.8

133.8

ll7.6

124.8

19,738

3,833

23,571

107,086

116,445,000

回 線 交 換 サ ー ビ ス 一1 一1 69

パ ケ ヅ ト 交 換 サ ー ビ ス 一1

(参考)専 用 回 線 数 28…41…1 297,824

(注)特 定通 信 回線 の帯 域 品 目及 び 公衆 通 信 回 線 の伝 送 可能b/sの 算 出 に 際 して

D-1及 びD-lS=1,200b/s,1-1=14,400b/s,J-1=72,000b/s,
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通信回線の利用状況

対 前
年度比

125.0%

2,450.0

38.8

104.2

108.O

147.4

175。0

148.3

97.6

102,7

107。3

121.6

150.0

288.2

113.0

123.9

156,6

106.1

145,3

128.0

127.6

103.0

55

回 線 数

48,930

169

71

115

26

3

165

1

10

22,768

373

6,54Q

ll,803

7,890

1,206

98

101

100,269

30,671

3,763

34,434

134,703

146,683,850

106

59

3Ql,861

対 前
年度比

124.7%

344.9

62,3

116.2

96.3

117.9

142.9

127.4

90.3

106.8

104.O

Il2.1

135.8

200.0

97.【

120.1

155.4

98.2

146.1

125.8

126、O

153.6

101.4

56

回 線 数

58,747

294

69

101

33

2

197

1

12

26,006

338

7,437

7

11,201

8,622

1,970

251

113

115,401

40,455

3,593

44,Q48

159,449

178,073,650

391

171

308,956

対 前
年度比

120.1%

174,0

97.2

87.8

126.9

66.7

119.4

100.O

l20.0

114.2

90.6

113,7

94.9

109.3

163.3

256.l

llI.9

Il5.1

131.9

95.5

i27.9

1L8.4

121.4

368.9

289.8

102.4

57

回 線 数

71,065

472

37

89

40

244

1

14

27,941

313

8,232

8

10,950

8,417

2,507

784

1H

131,225

53,977

3,765

57,742

188,967

217,i30,600

770

758

317,190

対 前
年度比

121.O%

160.5

53.6

88.1

121.2

123.9

100.O

ll6.7

lO7.4

92.6

110.7

114.3

97.8

97.6

127.3

312.4

98.2

113.7

133.4

104.8

131.1

118.5

121.9

196.9

443.3

102.7

は,次 の とお り推計 した。

その他=区 別欄()内
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第26表 回線交換サー ビス及びパケ ッ ト交換 サービスの利用状況

区 別

年度末

回

線

交

換

サ

1

ビ

ス

ノく

ケ

ツ

ト

交

換

サ

1

ビ

ス

200b/s

300b/s

1,2001)/s

2,400b/s

4,800b/s

9,600b/s

48kb/s

合 計

200b/s

300b/s

1,200b/s

2,400b/s

4,800b/s

9,600b/s

48kb/s

合 計

5

18

29

13

4

69

55

回釧 職箆

5

7

27

32

28

7

106

1

5

io

14

21

3

5

59

%
140,0

150,0

IlO,3

215,4

175.0

153.6

56

回釧 職箆

9

15

96

90

135

46

391

1

9

33

84

23

13

8

171

%
180,0

214.3

355.6

281.3

482.1

657.1

368.9

100.0

180.O

330.0

600.0

109.5

433.3

160,0

289.8

57

回釧 難箆

9

43

173

130

330

85

770

1

9

74

240

176

216

42

758

%
100.0

286.7

180.2

144.4

244.4

le4.8

【96,9

100.0

100.0

224.2

285.7

765,2

1,661.5

525.0

443.3
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第27表 国際デー タ通信回線の利用状況一
特定通信回線

公衆通信回線

合 計

音 声 級

200b/s

loob/s

75b/s

50b/s

25b/s

l2.5b/s

小 計

電信型50b/s

回 線 数

伝 送可能 ビッ ト
数

国際 コン ピュ ー タ ・ア クセ ス サ ー
ビス

国 際 公 衆 デ ー タ 伝 送 サー ビス

53

53

3

43

56

22

7

184

69

253

242,588

54

58

4

41

69

E6

6

194

149

343

289,750

55

67

4

5Q

64

19

5

209

221

430

389,413

406

56

90

7

52

69

16

5

239

281

520

576,688

869

57

108

7

59

70

10

5

259

368

627

766,263

1,554

18



一472一 附属資料編

第28表 テ レビジ ョン放送局数の推移

区 別

年疎 ＼
47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

N H K

総合翻 局険 専門局1 計

1,680

1,897

2,095

2,297

2,496

2,695

2,892

3,069

3,220

3,354

3,437

1,658

1,873

2,063

2,253

2,453

2,649

2,840

3,0且1

3,156

3,280

3,360

3,338

3,770

4,158

4,550

4,949

5,344

5,732

6,080

6,376

6,634

6,797

民間放送

1,421

1,613

1,812

2,026

2,362

2,861

3,486

4,084

4,678

5,167

5,562

合 計

4,759

5,383

5,970

6,576

7,311

8,205

9.218

10,164

11,054

11,801

12,359

(注)局 数は中継局数を含む。

第29表 国際放送実施状況の推移

ぱ 」隊 送区域 延ぺ放送時間

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37
38

39

40

5
5

10

12

13

13

15

15

16

17

18

18
18

18

18

5

10

12

13

13

15
15

25

29

32

34

36

36

36

時間
遭1放 送区劇 延べ放送時間

41

42

43

44

45

46

47

48

49
50

51

52

53

54

55

56

57

18

18

18

18

18

18

18

18

18

18

i8
18

18

18

18

18

18

36
36.5

36.5

36.5

37

37

37

37

37

37

37

37

37

37

37

37
37

時間



第30表 民間放送の営業収入等の推移

(単位:百 万円)一
ラ
ジ

オ

ア
レ
ビ

兼
営
社

量

芽
単
営
社

テ
レ
ビ

単
営

社

社 数

ラ ジ オ 収 入

テ レ ビ 収 入

営 業 収 入 計

営 業 利 益

社 数

ラ ジ オ 収 入

営 業 収 入 計

営 業 利 益

社 数

テ レ ビ 収 入

営 業 収 入 計

営 業 利 益

36

27,244

138,007

168,841

23,476

16

22,682

23,452

2,571

50

192,672

195,130

21,083

36

32,509

161,912

199,465

28,249

17

28,091

28,8U

3,557

51

239,845

242,841

32,058

36

36,417

178,633

218,911

2!,334

17

30,220

31,268

2,134

52

262,634

266,861

25,549

36

38,895

190,837

235,134

20,134

17

32,231

34,295

1,947

54

287,479

293,509

26,563

36

45,227

224,60i

274,909

33,869

17

36β43

40,166

3,659

54

350,405

356,203

49,787

36

49,937

244,778

301,662

34,608

17

43,625

46,990

4,856

54

394,750

405,532

55,885

36

55,907

274,605

333,356

43,235

17

49,577

53,437

6,279

55

447,751

459,915

62,691

36

64,628

307,126

381,903

51,496

17

57,447

61,782

8,065

57

507,614

522,342

68,280

36

70,ig9

318,648

400,033

46,856

17

63,356

67,324

8,639

58

534,239

546,500

60,181

36

73,549

334,460

419,839

38,034

18

69,004

73,284

8,502

62

578,504

591,046

61,437

36

75,095

349,408

437,237

35,503

22

75,142

79,486

8,238

63

630,2i3

644,276

62,9491

ミ
ゆ

1



一474一 附属資料編

第31表 無 綜 従 事

資 格

総 計
無 線 通 信 士一

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

926,644

1,031,625

1,147,663

1,261,445

1,370,691

1,488,335

1,603,439

1,740,390

1,881,007

2,032,327

2,178,022

10,080

10,266

10,458

10,705

10,980

11,174

11,310

11,470

11,598

11,760

11,893

ll,510

11,897

12,298

12,592

12,782

12,983

13,210

13,456

13,678

i3,880

14,064

22,706

23,318

23,796

24,275

24,717

25,077

25,444

25,841

26,216

26,605

26,921

10,264

11,036

且2,071

12,845

13,496

13,951

14,340

14,923

15,383

15,971

16,738

27,956

29,125

30,213

31,109

32,008

33,204

34,221

35,237

36,710

37,741

38,889

82,516

85,642

88,836

91,526

93,983

96,389

98,525

100,927

103,585

105,957

108,505
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者 数 の 推 移

無線技術士

第1級

8,297

8,466

8,736

8,989

9,376

9,707

10,142

10,562

11,028

U,426

11,879

第2級

14,867

15,716

16,757

17,600

18,128

18,751

19,349

19,901

20,423

20,970

21,435

1小 計

23,164

24,182

25,493

26,589

27,504

28,458

29,49i

30,463

31,451

32,396

33,314

特 殊
無線技士

451,469

491,879

534,026

580,215

626,376

677,187

730,557

787,210

840,595

893,195

946,613

ア マ チ 凸 ア 無 線 技 士

第1級

3,580

3,998

4,763

5,356

5,956

6,755

7,334

7,902

8,596

9,267

9,824

第2級

15,214

i7,196

20,112

22,279

25,168

27,672

30,216

32,935

35,308

37,840

39,835

電信級

28,218

32,364

36,837

41,144

45,027

48,673

51,761

55,106

58,512

61,984

65,285

電話級 1小 計

322,483

376,364

437,596

494,336

546,677

603,201

655,555

725,847

802,960

891,688

974,646

369,495

429,922

499,308

563,ll5

622,82B

686,301

744,866

821,790

905,376

1,000,779

1,089,590
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第32表 諸外国の主要通信 ・

国 名

米 国

カ ナ ダ

衛 星 名

ウ ェス タ ー
I

H

皿

IV

V

サ トコムI

H

皿R

IV

V

コ ム ス タ ー

I

H

皿

IV

SBS-1

-2

-3

マ リサ ッ ト

I

I

皿

ATS-1

DSCS-H

一 皿

フ リ ー ト

サ ト コ ム

ア ニ クAl

A2

A3

打上げ時期

1974,4.13

1974.10.10

1979.8.10

1982.2.25

1982,6.9

1975.12.13

1976.3.26

1981,ll.19

1982.1.16

1982.10.27

1976.5.13

1976.7.22

1978.6.29

1981.2.21

1980.11。15

1981.9.24

1982,11.El

1976.2.19

1976.6.10

1976.IO.26

1966.12.7

静止 位 置

99。W

l23.5。W

91。W

99。W

l23。W

135。W

l19。W

132。W

83。W

il4。.W

95。W

95。W

87。W

l27。W

100。W

97。W

94。W

15。W

176.5。E

73。E

162。E

1971-19821
1982～

ig78～1981

1972.11.IO

l973.4.20

1975.5。7

104。W

109。W

114。W

運用 機 関

ウ ェ ス タ ソ
ユ ニ オ ン

RCA

ア メ リ コム

〃

コ ムサ ッ ト

ゼ ラ ネ ル

SBS

コムサ ッ ト

ゼ ネ ラル

}NA・A

i米国防省

目 的

国内通信

〃

〃

〃

"

〃

〃

海事通信及び

政府用通信

1
衛星技術

通信実験

政府用通信

〃

米 国海 ・空軍

テ レサ ッ ト

カ ナ ダ

"

国内通信
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放送衛星の諸元(運 用中)

(57年度末現在)

重 量

307kg

585㎏

463㎏

581kg

598㎏

792㎏

555kg

555㎏

600㎏

327㎏

352㎏

61・k・1

845㎏

1,0Q5㎏

270㎏

周 波 数 帯

(上 り)6GHz

(下 り)4GHz

(上 り)6〃

(下 り)4〃

(上 り)6〃

(下 り)4〃

(上 り)6〃

(下 り)4〃

(上 り)6〃

(下 り)4〃

(上 り)6〃

(下 り)4〃

(上 り)14〃

(下 り)12〃

(上 り)6,1.6GHz,300MHz

(下 り)4,1.5GHz,240MHz

(上 り)6GHz,149MHz(
下 り)4GHz,135MHz

(上 り)8GHz

(下 り)7GHz

(上 り)8GHz

(下 り)7GHz

(上 り)400MHz

(下 り)240MHz

(上 り)6GHz

(下 り)4GHz

中 継
器 数

12

24

24

24

24

24

Io

5

3

4

7

22

12

姿勢安定
方 式

ス ピ ン

〃

三 軸

〃

〃

ス ピ ン

〃

"

〃

〃

三 軸

〃

ス ピ ン

打 上 げ 機

ア ル タ2914

デ ル タ3910/PAM-D

ア ル タ3914

デ ル タ3910/PAM-D

デ ル タ3924

ア トラス/セ ン トール

デル タ3910/PAM-D

デ ル タ3910/PAM-D

STS/PAM-D

デル タ2914

ア トラ ス/ア ジ ェナ

タ イ タ ン 皿C

タ イ タ ン 皿D

ア トラス/セ ン トール

デ ル タ2914



一478一 附属資料編

国 名

カ ナ ダ

ソ 連

イ ン ドネ

シ ア

イ ン テ ル

サ ッ ト

ESA

衛 星 名

ア ニ クB

ア ニ クC3

ア ニ クD

ラ ドガ

ゴ リゾ ン ト

エ ク ラ ン

モル ニ アI

H

皿

パ ラパAl

A2

イ ン テル サ

ヅ ト 】V

IVA

V

V

(MCS付)

1マ レ・ク歪

NAT・1NAT・ 皿

フランス

西 独

イ タ リア

ESA

シ ン フ ォ ニ
ーI

H

レ ・オ1

OTS-2

打上げ時期

1978.12.15

1982.11.ll

1982.8.27

1975～1979

1977～1982

1980～1981

1979～1980

1978～1982

巨976-1982

1965～1983

静止 位 置

ll。・w

ll7.5。W

lO4。W

85。E

35。E

85。E

14。W

53。E

99。E

周回軌道

197・ ～19771 〃

1974～19831 "

且976.7.8

1977.3.10

1971～1975

1975～1978

1980～

1982～

[198-・

1976～1977

1974.12。19

1975.8,27

i197・ ・25

1197-1

83。E

77。E

270W

11.5。W

55。E

15。W

10。E

運用 機 関

テ レサ ッ ト

カナ ダ

〃

〃

ソ連政府

ソ連 政 府,

イ ン タ ー ・ス
プ ー トニ ク

ソ連政府

ソ連 政 府,

イ ン タ ー ・ス

プ ー トニ ク

国営電気

通信公社

イ ン テル

サ ヅ ト

〃

ESA

lNAT・
フランス国立

宇宙開発 セン
ター/西 独 研

究技術省

酵 研究蟻

1・・A

目 的

国内通信

"

〃

〃

国際及び

国内通信

1放送

国内及び

国際通信

国内通信

国際通信

〃

海事通信

地域衛星
通信実験

1通嵌 験
〃
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重 量 周 波 数 帯 中 継
器 数

姿勢安定
方 式 打 上 げ 機

(上 り)6,14GHz474㎏

(下 り)4,12GHz
16 三 軸 デ ル タ3914

632㎏峠l!}留 116 レ ピ ・
STS/PAM-D

659kg階llll
1・・

〃 デ ル タ3920/PAM-D

2,0QOkg

2,000㎏

(上 り)6〃

(下 り)4〃

(上 り)6〃

(下 り)4〃

6

6

三 軸

〃

D-1-e

D-1-e

・…㎏峠ll瓠 1 " D-1-e

1,・。・㎏階 臆 泌.

1,250㎏

1,500㎏

281㎏

720㎏

825㎏

(上 り)6〃

(下 り)4〃

(上 り)6〃

(下 り)4〃

(上 り)6〃

(下 り)4〃

12

12

20

97・㎏1隅12:留 27

(上 り)1.6,6,14〃

(下 り)1.5,4,ll〃 i29

ス ピ ソ

〃

ノノ

三 軸

A-2-e

ア ル タ2914

ア トラス/セ ン トール

ア トラス/セ ン トール

ア リア ン

563㎏1周}:1;幼
1・

〃 レ ・ア・

31。kg潮 桝 3
1・ ピ ・1デ ル タ2914

23Qkg (上 り)6〃

(下 り)4〃

2 三 軸 デル タ2914

22・㎏1糊}lll
1・ ピ ・

デ ル タ2313

44・㎏階!}髪
【・

三 軸 デル タ3914
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第33表 諸外国 の主要通信 ・

国 名

米 国

カ ナ ダ

ソ 連

衛 星 名 打上げ時期 静 止位 置

SBS=9隣'11;1隔

ウ ェ ス タ ー

VI

孤

サ トコ ム

IR

HR

サ トコ ム

テル ス ター

1984.

1984.

1983

1983

1985

1986

1987

1983

1984

1986

4,11

9.8

5

1

8

7.28

5

… 一 畷

ギ ャ ラ ク
シー

ス ペ ー ス

ネ ッ ト

1983

1983

1984

1984

1984

1985

ABCI=丑B;ll

ASC=齢;ll

RS-1
-H

1986

1986

USAT=甜;ll

TDRS

ア ニ クC

ア ニ クD

ス タ ッ シ ョ

ナ ー

ラ ウチ

1983

86。W

78.5。W

139。W

126。W

87。W

77。W

96。W

885。W

128。W

;1麟
6.28

9.22

7

5

9

3

135。W

74。W

93.5。W

122。W

69。W

gl。W

1訓ll識

運 用機 関

SBS

ウ ェス タ ン
ユ ニ オ ン

RCA

ア メ リ コム

〃

AT&T

「
GTE

サ テ ライ ト

ヒ ュ ーズ 通 信

サ ザ ソパ シ フ

ィ ッ ク通 信

i
ア ドパ ンス ト

ビ ジネ ス通 信

訓 黙 1
ア メ リカ ン ・

サ テ ライ ト

llIl跳
2

8

1984～

4。5

1983.6.18
1984.4

1985.10

1983～1984

1
85。W

1200W

41。W

91。W

79。W

I74。W

112.5。W

109。W

109。W

8.5。W14。W

40。E53。E

80。E90。E

95。El40。E

l28。E25。W

45。El70。W

45。E53。E

85。E90。E

140。El70。W

I4。W25。W

i
レイ ンボ ウ ・

サ テ ライ ト

lUSSSI
NASA

テ レサ ヅ ト

カ ナ ダ

〃

ソ連政府

〃

目 的

国内通信

"

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

1
i 'ノ

追跡 ・デ ータ中
継(衛 星間通信)

国内通信

〃

国内及び

国際通信

国際及び
政府用通信
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放送衛星の諸元(計 画中)
(57年度末現在)

重 量 周 波 数 帯 中 継
器 数

姿勢安定
方 式 打 上 げ 機

555㎏ 潮 憾 髭 10
1・ ピ ・1・T・/・A匪 ・

584㎏

598kg

663kg

(上 り)6"

(下 り)4"

(上 り)6〃

(下 り)4〃

(上 り)14〃

(下 り)12〃

(上 り)6〃

(下 り)4〃

24

24

24

〃

三 軸

'ノ

ス ピ ン

'ノ

デ ル タ3924

デ ル タ3920/PAM-D

STS/PAM-D

668kg階;}卸 }16 三 軸 ア リア ソ

643kg

675kg

(上 り)6〃

(下 り)4〃

(上 り)6,14〃

(下 り)4,12"

24

24

ス ピ ン

三 軸

デ ル タ3920/PAM-D

ア リア ン

(上 り)6〃

(下 り)4〃

1
(上 り)6,14〃

(下 り)4,12〃

1
(上 り)14〃

(下 り)12〃

1
(上 り)14〃

(下 り)12〃

2、268kg

632㎏

620kg

(上 り)2.2,6,14,15〃

(下 り)2,4,12,14〃

(上 り)14〃

(下 り)12〃

(上 り)6〃

(下 り)4〃

(上 り)6〃

(下 り)4〃

(上 り)14〃(
下 り)n〃

25

16

20

三 軸

ス ピ ン

〃

STS/IUS

STS/PAM-D

〃
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国 名

ソ 連

フラ ン ス

西 独

イ タ リア

ス ウ ェー

デ ン

ESA

…1

イ ソ ドネ
シア

サ ウデ ィ・

ア ラ ビア

コ ロ ン ビ

ア

ブラ ジ ル

・ ・ ブ1

オ ー ス ト

ラ リア

英 国

イ ンテ ル
サ ッ ト

衛 星 名

ボルナ

Gals

Potok

ア レ コ ム

1A

lB

TDF-1

TV-SAT

ITALSAT

TELE-X

マ レ ックス

B2

ECS-1
-2

L-SAT

イ ンサ ッ ト

1B

パ ラパB

SABS

SATCOL
IA
HB

SBTS-1
-2

ア ラ ブサ ッ

ト

Aussat-I

H

皿

打上げ時期

1984年 ごろ

1983年 ごろ

1984.5～9

1984.9～11

1985,6～10

1985.4～5

1987

1986

1984.5～6

1983.6,16

1984.3

1986.2～3

1983.8.31

1983.6.18

1984.

1985.6

1986.8

1985.2

1985.8～9

1984.7～ll

1985.7

1985.10

UNISAT擁:1;

イ ン テル サ

ッ トVA

" VI

1984～1985

1986

静止 位 置

14。W45。E

53。E85。E

90。E玉40。E

25。W170。W

35。El30。E

265。W45。E

85。E170。W

14.4。W

80。E

168。W

8。W

5。W

19。W

19。W

13。E

5。E

176.5。E

10。E

l2。E

19。W

94。E

108。E

l13。E

118。E

17。E

75.4。W

75。W

70。W

65。W

19。E

26。E

156。E

1640E

160。E

31。W

運用 機 関

〃

〃

PTT

TDF

ESA

ユ ー ア ル

サ ッ ト

ESA

目 的

海事通信

政府用通信

デ ータ通信

国内通信

放送

〃

1国内通信

陣 内瀦 放送

海事通信

地域通信

通信,放 送実験

… 宇宙省陵腰 轟 鰭

イ ン ドネ シア
電気 通信公社

EMBRATEL

ア ラ ブサ ッ ト

機 構

Aussat

ユナ イ テ ヅ ド ・

サ テ ライ ト

イ ン テル

サ ッ ト

〃

国内通信

放送

国内通信

〃

地域通信
及び放送

国内通信
及び放送

通信及び放送

国際通信

〃
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重 量

600㎏

周 波 数 帯

(上 り)1。6GHz

(下 り)1.5GHz

(上 り)8〃

(下 り)7〃

(上 り)4.5〃

(下 り)4.0〃

(上 り)6,8,14〃

(下 り)4,7,12〃

中 継
器 数

12

姿勢安定
方 式

三 軸

打 上 げ 機

ア リア ソ

(上 り)17〃約1
,000kg(下 り)12〃

1・
〃 "

(上 り)17〃約1
,000㎏(下 り)12〃 3 〃 〃

・・4㎏峠ll18:18;1 〃 〃

1,200kg (上 り)1.6,14,3Q〃

(下 り)1.5,12,20〃
〃 〃

563㎏1潮1}:1:21; 2 〃 〃

605kg

680kg
(上 り)14〃(
下 り)11〃

9 〃 〃

1,44・㎏1潮!}1;}1:181; 〃 〃

62・kg階 悌 、多
lll搬1〃1・T・/・A匪 ・

628㎏ (上 り)6〃(

下 り)4〃
24 ス ピ ン STS/PAM-D

1
(上 り)14〃

(下 り)12〃
3

(上 り)6〃

(下 り)4〃

(上 り)6〃

(下 り)4〃

24

24 ス ピ ン

STS

ア リア ソ

678㎏1潮 悌 、多 21灘II三 軸
〃

650kg (上 り)14〃

(下 り)12"

11(通 信)
4(放 送)

ス ピ ン STS/PAM-D

85・㎏1潮1};:捲1; }1擁1三 軸 【・T・又はア・ア・

1,1・・kgl潮!l;}留 32 〃
ア リア ン及 び ア トラ

ス/セ ン トー ル改

1,…kgll留 曾溜 148 1・ ピ ・i・T・ 又 は ア ・ア ・
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第34表57年 度 ま で の

業種別

郵便 ・
貯 金等

電気通
信

電波 ・
放 送

ぱ
アジア ・大 洋 州 地 域

中近東 ・アフ リカ地域

中 南 米 地 域

UNDP/UPU計 画

APPU職 員 交 換 計 画

フィリピン賠 償 計 画

UPU基 金(セ ミナ)

そ の 他

計

アジア ・大 洋 州 地 域

中近東 ・アフ リカ地域

中 南 米 地 域

国 連 計 画(ITUほ か)

ITU共 催 セ ミ ナ

そ の 他

計

アジア ・大 洋 州 地 域

中近東 ・アフ リカ地域

中 南 米 地 域

国 連 計 画(ITUほ か)

そ の 他

計

合 計

政 府 全 体 の 受 入 れ 数

46以 前

47

25

6

56

17

151

539

235

220

63

177

38

1,272

288

58

37

19

25

427

1,850

15,978

47

12

1

4

17

53

26

53

7

139

22

9

11

1

43

199

1,761

48

15

4

3

22

63

36

55

4

158

25

13

14

52

232

2,079

49

12

4

16

59

60

57

14

190

34

31

14

i

80

286

2,169

(注)1.方 式の うち 「その他」は,賠 償,ア ジア生産性機構(APO),
2.政 府全体の受入れ数 はJICA実 績表 に よる。

海外技術
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研 修 員 受 入 れ 実 績

50

10

1

6

17

66

59

47

28

200

31

27

8

1

67

284

2,132

51

18

1

6

1

26

90

59

59

6

214

35

34

15

1

85

325

2,272

52

16

1

2

11

1

31

85

60

66

16

227

52

40

15

107

365

2,688

53

19

4

1

13

37

84

49

53

21

207

49

26

13

1

89

333

2,861

54

l

l3

2

8

24

74

76

66

12

228

29

41

20

1

9互

343

3,124

55

15

13

28

96

60

74

16

246

59

29

22

llO

384

3,393

56

1

13

11

ll

36

97

60

73

20

250

50

33

27

4

Il4

400

3,772

57

15

3

14

13

45

91

70

89

13

24

287

57

21

19

97

429

3,858

計

139

100

1

28

149

3

17

13

450

1,397

850

912

220

177

62

3,618

731

362

215

29

25

1,362

5,430

46,087

者研修協会及び政府一般要請に よる研修員の受入れ数 であ る。



一486一 附属資料 編

第35表57年 度までの専門 家派遣 ・

(専門家派遣)

業 種 別

郵 便 等

ぱ
ll礁讐
APPU職 員 交 換 ベ ー ス

UNDP/UPUベ ー ス

UPU基 金 ベ ー ス

OECFベ ー ス

46以 前

54

3

1

47

4

48

4

2

49

4

1一
電気 通 信

1琳 南
国 際

UNDP/ITU

ESCAPべ

APTぺ

ア ジア ・大 洋 州 地 域

中近東 ・アフ リカ地域

米 地 域

機 関 等

ベ ー ス

ス

ス

i46

19

46

92

8

7

3

16

9

8

9

16

22

9

12

2

22一
電波 ・放送

騰懸
国 際 機 関 等

UNDP/ITUベ ー ス

ESCAPベ ー ス

小 計

合 計

(JICAベ ー ス分 再 掲)

i18

12

正8

1

149

510

(359)

22

7

5

34

72

(52)

23

4

3

[

30

24

7

5

36

7811・8

(56) (81)
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開発調査及び海外技術協力センタの実績

50

3

8

6

3

51

13

6

4

52

10

12

4

53

9

4

13

3

54

1

2

8

1

1

55

9

2

13

1

56

1

13

1

57

3

13

1

計

49

8

8

150

24

1

1一
9

18

20

4

30

10

17

18

2

20

12

15

26

1

15

17

23

32

1

14

1

26

27

32

3

11

1

1

29

33

40

2

5

2

43

30

37

7

7

1

33

32

31

6

8

1～
11

4

5

2

3

8

3

3

監

23

3

5

1

2

16

5

6

2

1

16

3

9

2

1

2

26

5

7

2

2

42

4

5

1

1

ll1

29

8

7

3

364

238

306

28

256

2

5

1,199

353

70

78

16

7

4一
123

(84)

108

(77)

129

(96)

147

(115)

147

(121)

178

(155)

193

(170)

175

(152)

1,968

(1,518)
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(開発調査)

区別

年度

件 数

派遣 人 員

46以 前

22

172

47

8

32

48

5

29

49

7

31

50

8

37

51

12

lo4

(海外技 術協 力セ ンタ)

詳
派 遣 人員

46以 前

229

47

33

48

41

49

44

50

37

51

43

(注)同 一人が2年 度以上 にわた り派遣 された場合は,当 該年度 に各 々計上 した。
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52

12

119

53

14

119

54

8

71

55

15

134

56

14

135

57

15

114

計

140

1,097

52

27

53

56

54

38

55

57

56

63

57

77

計

745
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第36表 過去10年間の電気通信関係開発調査実績

年度

48

49

50

調 査 別

イ ン ドネ シ ア

ジャカル タ首都圏電話

網拡充計画

タイ
パ ンコ ック市内電話線

路網実施設計

ジ ョル ダ ン

通 信 プ ロジ ェ ク ト調 査

イ ン ドネ シ ア
ジ ャ カ ル タ市 内 ケ ー ブ

ル プ ロジ ェ ク ト調 査

イン ドネシア
ジャカルタ首都圏電話

網拡充計画

タイ
バ ン コック市内電話線

路網実施設計

アルジ ェリア

電気通信網整備計画調
査

イ ン ドネ シア
ジ ャカルタ首都 圏電話

網拡充計 画

ビルマ
電話設備設置計画事前
調査

派遣鯛 人 員

224

日

9

14

21

15

365

13

25

141

30

7
名

1

4

2

2

7

4

8

7

6

内 容

ジャカル タ首都圏電話網拡充計

画に関 して,ジ ャカル タ市 内の
電話需要予測調査,長 期計画及
び年度別設備実施設計 の作成

同上作業の進 ち ょく状況調 査及
び現地打合せのため派遣

バ ンコ ック首都 圏電話網拡充計

画に伴 う市 内5局 の電話加入者
線路網の実施設計調査 の実施 に
関 して,タ イ国政府 との作業範
囲等を折衝す るため派遣

ジ ョルダ ンの主要都 市の市内電

話網増強 計画 の審査

ジ ャカルタ市 内の加 入者用 ケー
ブル敷設 プ ロジ ェク ト実施計画
の審査

ジ ャカル タ首 都圏電話網拡充計

画に関 して,ジ ャカル タ市内の
電話需要予測調 査,長 期計画及
び年度 別設備実施計画の作成

バ ンコック首 都圏電話網拡充計

画 に伴 う市内5局 の電話加入者
線路網 の実施設計に関す る現地
作 業監理 及び指導並びに タイ国
政府 との打合せ

アル ジェ リア国東西 マイク ロゥ
ェーブ回線及 び同軸 ケーブル回

線建設計画につ いての フィージ
ビ リティ調査

ジャカル タ首都圏電話網拡充計

画に関 して,ジ ャカルタ市 内の
電話需要予測調 査,長 期計画及
び年度 別設備実施計画の作成

電話設備計画に関 して,ビ ル マ
側の意向の聴取,電 話事業の実
態,関 連資料 の収集等のための
調 査
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年度 調 査 別1派 醐 間 人 員

50

51

ビルマ
電話設備設置計画実施
設計調査

アルジ ェ リア

地球局整備拡充計画調
査

フィ リピン
ミンダナオ通信網建設

事業 プロジ ェク ト調 査

タイ
バ ンコック電話網拡充

計画事前調査

ビルマ

電話設 備設置計画調査

ス リ・ランカ

電話網拡充計画調査

パキスタソ
中央電気通信研究所建
設計画調査

リビア

電気通信計画事前調査
(第一 次)

23

日

25

20

15

90

31

36

18

9
名

6

2

4

9

10

10

8

内 容

電話設備設置計画に関 し,ビ ル
マ側 と協議 の上,交 換機 及び線

路設 備の設置地域 を確定 し,同
地域 の現地調査 ・情報収集を行
い,実 施設計書を作成 す るため
の調 査

アルジ ェ リア国政府か ら経済協

力要請が あった第2地 球局建設
計画 及びSPADEシ ステム設 置
計画 につ いての技術的,経 済的
フィージ ビリティ調査

ミソダナオ島 マイクロウェー ブ
回線建設,UHF回 線建設計画
の審査

パ ソコック首都圏に新増設す る

5電 話局 の市内線路網の実施設

計 に関 して,実 施方針,内 容等
につ いてタイ国政府 と打合せ を

行 うための派遣

電話設備設置計画に関 して,ラ
ン グーン市内な どの電話 交換機,

線路設備及 び電話機の設 置条件
等 につい て現地調 査し,実 施設
計 を作成す るための調 査

電気通信網整備計画の一環 をな
す地方主要6都 市 とコロンボを
結ぶ 自動即時網の整備及び中央
交換局 の拡充計画について,実
施可能性を確認す るための調査

現セ ンタを ハ リプールか らイス
ラマバ ー ドへ移 し,新 たに中央

電気通信研究所を設立す る計画
について,既 に2回 にわた り実

施 した事前調査(48年 及び49年)
に基づ き,研 究所建設 に必要 な

詳細設計書作成に必要 な関連資料
の収集 のための現地調査

電気通信分野の開発計画 による,
電気通信訓練セ ンタの設立,衛
星通信の導入及び研修員 の受入
れについて我が国の技術協力の

可能性,協 力方法等を検討す る
ための事前調査
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年劇 調 査 別

51

52

リビア
電 気通 信計画事前調査

(第二 次)

アル ジ ェ リア

南 北 マ イ ク 戸 ウ ェー ブ
プ ロ ジ ェ ク ト調 査

タイ
首都圏電話網拡充計画
調査

タイ
首都圏電話網拡充計画
実施設計調査
(第一次)

タイ
首都圏電話網拡充計画
実施設計調査
(第二次)

タイ
電話網拡充計画調査

マ レイ シア

東西 マ レイシア海底 ケ
ーブル敷設計画事前調

査

マ レイ シア

東西マ レイ シア海底 ケ
ーブル敷設計 画調査

瀧 鯛 人 員 内 容

13

日

16

10

168

21

14

15

32

7

名

1

4

15

2

3

6

7

第一次事前調査 の結果 に基 づき,
衛星通信 コンサ ルタ ン ト契約方式

,高 級 ア ドバ イザ の 派 遣 条
件,訓 練 センタの建設等 に関す
る協力の可能性につ いて打 ち合
わせ るため の派遣

アルジ ェリア国南北 マイ クロウ
ェーブ回線設計 計画についての

技 術的審 査のための調 査

タイ電話 公社(TOT)の 第3次

電話網拡充計 画(1977年 ～1984
年)中 の首都 圏内に新増設す る
各電話局 間の中継線網の実施設
計方針,実 施設 計の進 ち ょく状
況等 につ いて現地調 査を行 うと
ともにタイ政府 と打ち合せ るた
めの派遣

首都圏にある市内電話局の数局
に係る中継線網及び線路網の実
施設計

上記線路網の実施設計の一部見
直しのための調査

TOT第3次 電話網拡充計画中
の既存市内交換機の増設等の プ
ロジェク トについ ての 円借款供

与 に関連 し,そ の技術的検討及
び経済 的審査を行 うための派遣

長距離 電話網 リンク化計画の一
環であ る東西マ レイシア間に長
距離大 容量海底同軸 ケーブルを
増 設す る計画につい て,東 西 マ
レイ シアの通信需要等を調 査 し,

海洋調 査のための資料を収集す
るための事前調 査

上 記事 前調査の結果を踏 まえ て,
海洋調 査を行い,本 計画の実施
可能性 を確認す るための フ で一
ジビ リテ ィ調 査
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年度

52

53

調 査 別 瞬 鯛 人則 内 容

マダガスカル

南部マイ クロウェーブ
回線建設計画調査

フィ リピン
ル ソン島北 部電気通信

網建設計画事前調査

フィ リピン
ルソン島北部電気通信

網建設計画調 査

タ イ,マ レイ シア,シ ン

ガ ポ ール

海 底 ケー ブル 敷設 計 画

事 前 調 査

パキ スタン

電子交換機 導入計画調
査

タ イ,マ レイ シア,シ ソ

ガ ポ ール

海 底 ケ ー ブル 敷設 計 画

調 査

タイ
首都圏電話網整備計画
及び地方長距離電話網
建設計画事前調査

タイ
地方長距離電話網建設
計画調査

43

日

15

77

22

11

47

18

i53

10
名

5

13

7

3

6

6

6

首都 フィナラソツ ォア及び ツユ
レアルを結ぶ南部マイ クロウェ
ーブ回線建設計画について,資

料収集,現 地調査等を行い,本
計画の実施可能性を確認す るた
めのフ ィージ ビリテ ィ調査

ル ソン島北部イ ロコス ・ノルテ

地方及 びカガヤン地方 の電話網
を整備拡充す る計画について,
通信事情調査及び資料収集等を
行 うとともに本格調 査の作業範
囲を定め るための事前調査

上記事前調査の結果 を踏 まえ て,

本計画の実施可能性 を確認す る
ためのフィージビ リテ ィ調査

タイ,マ レイ シア及 び シンガポ
ールの3か 国を結ぶ海底同軸 ケ
ーブルを建設 し,国 際通信幹線
の多様化に よる電話等 サー ビス
の拡大 向上を図 る計画 につい て,
本格調査(海 洋調査)に 必要な

資料収集,関 係機 関 との打合せ等
を行 うための事前調査

当年度 円借款供与の約束を行 っ
た電子交換機導入計 画につい て,
その技術的検討及び経済的評価
を行 うアプ レイザル調 査

52年度に実施 した事前調査 の結

果 を踏 まえての,タ イ,マ レイ
シア及 びシンガポールの3か 国

を結ぶ海底同軸 ケー ブル敷設計
画に係 る本格調査(海 洋調査)

タイ電話公社(TOT)の 経済開

発計画 に基づ く電話網整備拡充
計画の一部を成す両計画の調査
の協力方針及び作業範 囲の策定,

先方政府 との打合せ等を行 うた
めの事前調査

事前調査 の結果を踏 まえての,
全国を カパ ーす る地方 長距離電
話網建設計画の フィー ジビ リテ
ィ調査
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鞭1調 査 別

53

54

タイ
首都圏電話網整備計画
実施設計調査

ソロモン諸島
国内電気通信幹線網整備拡充計画事前調査

インドネシア
首都圏電話網整備拡充計

画事前調査

タイ
首都圏電話網整備計画
及び地方長距離電話網建
設計画調査

ソロモン諸島
国内電気通信幹線網整
備拡充計画調査

ル ワ ソダ

衛星通信地球局等建設
計画事前調査

ルワソダ
衛星通信地球局等建設
計画調査

派遣鯛 人 員 内 容

184

日

27

19

14

50

23

33

12

名

6

5

4

12

5

6

事前調査の結果を踏 まえての,
パ ソコ ック首都圏の電話局数局

に係 る加入者線路網の実施設計

調査

首 都ホ ニアラを中心に して島 々
を結ぶ広帯域回線網の整備拡充
計画について,先 方政府 と協議
を行い,本 格調査の範囲,内 容
及び実施方針を確定す るととも
に,現 地通信事情の調査,関 連
資料の収集等を行 うため の事前
調査

ジャカル タ首都圏の電話網整備

拡充計画について,本 格調査を
行 うに先立 ち,現 地通信事情の
調査,関 連資料 の収集等を行 う
とともに,本 格調査の作業範囲

等を確定す るための事前調査

地方長距離電話網建設計画の フ
ィージ ビリティ調査の中間報告
書案を先方政府に説 明す るとと
もに,首 都圏電話網整備計画の
実施設計調査の進 ち ょく状況を
把握す るための作業監理の調 査

事前調査 の結果を踏 まえて,計
画 の技術的及び経済的実施可能
性を確認す るための フィージビ
リティ調 査

首都キ ガ リへ の地球局 の建設,

首都 と地方都市 とを結ぶマ イク
ロウェーブ回線 の新設等を内容

とす る国際及び国内 の通信網を

改善す る計画につい て,先 方政府
と協議を行い,本 格調査の実

施方針,作 業範囲等を確定す る
とともに,現 地通信事情の調査,
関連資料 の収集等を行 うための
事前調査

53年 度に実施 した事前調査 の結

果を踏塞えて,衛 星通信地球局
等建設計画に係 る技術的,経 済
的 に最適 な通信 システムの選定
と,こ れに基づ く基本設計を完
成す るための調査
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輌 一 査
54

55

別

イ ン ドネシア
ジャカルタ首都圏電話

網整備計画調査

イン ドネ シア

地 方都市周辺電気通信
網整備計画事前調査

タイ
パ ンコック電話網建設

計画調査

フ ィ リ ピ ン

中部ル ソン電気通信網
整備計画事前調査

フ ィ リ ピ ン

中部ル ソン電気通信網
整備計画調査

イソ ドネ シア

地方都市周辺 電話網整
備計画調査

イン ドネシア
ジャカル タ首都圏電話

網整備拡充計画調査

派遣鯛 人 則 内 容

261

日

21

149

16

70

70

120

7

名

5

7

5

13

12

7

53年 度に実施 した事前調査の結
果を踏 まえて,ジ ャカル タ首都

圏電話網整 備拡充計画の うち,第
3次5か 年計画 の作成 とジャ

カルタ市 内の一部地域 の電話網

建設の フィージ ビリティ調査

メダン,ウ ジュンパ ンダン2都

市周辺の電気通信網整備計画に
つい て,本 格調査 を行 うに先立

ち,先 方政府 と協議を行い,本

格調査の範囲,内 容及び実施方針
を確定す るとともに,現 地通

信事情の調 査,関 連事情の収集
等を行 うための調査

53年 度に実 施した事前調査結果
を踏 まえての,バ ンコック首都

圏 の電話局数局 に係 る加入者線路
網 の実施設計 のため の調査

ル ソン島中部の地方町村 の通信

網整備計画について本格調査を
行 うに先立ち,先 方政府 と協議
を行い,本 格調 査の範 囲,内 容
及 び実施方針を確定す るととも
に,関 連情報の収 集等 を行 う調
査

54年 度に実施 した事前調査 の結

果 をふ まえて,ル ソン島中部の
電話 ・テ レックス交換機,マ イ
クロウェーブ ・UHF網 等の整

備計画について,そ の経済的 ・
技術的実施可能 性を確認す るた
め の調査

メダン,ウ ジュンパ ンダ ン2都

市周辺 の電気通信網整 備計画に
つ いて,そ の経 済的 ・技術的実

施可能性を確認す るため の調査

51年 度にJICA調 査団 に より作

成 された長期計画を見直す とと
もに,第3次 通信綱拡充5か 年
計画 に対す る局外設備増設計画
を作成 し,さ らに中継線網 とジ

ャカルタ市内5局 の加入者線路
設 備の基本設計を行 うための調
査
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年度1調 査 別 瀧 綱 人 員 内 容

55 ミ ク ロ ネ シ ア,マ ー シ ャ

ノレ

経済 ・技術協力調 査

エジプ ト

ア レキサ ン ドリア電話

網整備計画事前調査

エ ジプ ト

ア レキサ ン ドリア電話

網整備計画調査

ザ ンビア
マイ クロウェーブ回線

網建設計画事前調査

ザ ンビア
マイ クロウェー ブ回線

網建設計画調査

パ ラグアイ

電気通信 ・放送拡充基
本計画調 査

パ ラグアイ

電気通 信 ・放送拡充 基

本計画事前調査

16

目

16

27

22

31

17

17

1

名

5

7

5

6

6

6

ミクロネ シア連邦,マ ーシ ャル

諸 島における協 力対象優良案件
の発掘 と,当 面 の経済,技 術協

力案件 の実施 に関す る協議 のた
め派遣 された政府 ミッションに

電気通信関係者 として参加

ア レキサ ン ドリア市 内の電話局
を結ぶ中継線網 をマイ クロウェ
ーブ化す る計画につい て,本 格

調査を行 うに先立 ち,先 方政府
と協議を行い,本 格調査 の範囲,
内容及び実施方針を確定す ると
ともに,現 地通信事情 の調査,
関連情報 の収集等を行 うため の
調査

上記事前調査 の結果を踏 まえ て,
本計画の経済的技術的実施可能
性を確認す るための フィージ ビ
リティ調査

国内幹線マイ ク ロウェーブ回線
網整備拡充 計画について,本 格
調 査を行 うに先立ち,先 方政 府
と協議を行い,本 格調 査の範囲,

内容及び実 施方針 を確定す ると
ともに,現 地通 信事情の調査,

関連情報 の収集等を行 うための調 査

上 記事前調 査の結果 を踏まえて,
本計 画の経 済的,技 術的 実施可
能性 を確認す るための フィージ
ビ リテ ィ調 査

電気通信 ・放送全 般にわた る長
期的 な開発 計画 の策定 に関 して
先方政府 と協議 を行い要請 内容
の確認を行 うとともに,現 地 の

電気通信 ・放送事情 を調 査す る
コンタ ク ト・ミッション

コンタ ク ト・ミッションの結果

を踏 まえ て,本 格調査を行 うに
先立 ち,先 方政府 と協議 を行 い,
本格調査 の範囲, 内容及 び実施
方針を確定す るとともに,関 連情

報 の収集等を行 うため の調査
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鞭1調 査 別 派遣期間 人 員1 内 容

56 イン ドネシア

東部 イン ドネ シア電気
通信網整備計画事前調
査

イン ドネ シア

東部イ ン ドネ シア電気
通信網整備計画実施調
査

イン ドネ シア
国際通信長期 開発計画
事前調査

フ ィ リ ピ ン

南部ル ソン電気通信網
整備計画事前調査

ボ リヴィア
電気通信網整備拡充計
画事前調査

ポ リヴィア
電気通信網整備拡充計
画実施調査

且6

日

53

14

20

18

70

6
名

12

7

5

4

12

他 の地域 に比べて開発が遅れ て
いる東部 イン ドネシアの社会的
経 済的発展を図 るために信頼性
が高 く通信容量 の大 ぎな電気通

信網を整備す る計画につ き本 格調査を行 う
に先立 ち,相 手方 と

協議 し,本 格調査の範囲,内 容
を定め るとともに関係資料 を収
集す るもの

上記事前調査 の結果 を踏まえ て,
本計画 の経済的,技 術的 実施可
能性を確認す るための フィー ジ
ビリテ ィ調査

新 たに発足 した国営国際通信事
業体 の組織 ・要員 ・運用 面及 び
国際電気通信網の整備 ・拡充か
ら国際通信政策の策定 まで含む

総合的 ・長期的 開発計 画につ き,本格調査
を行 うに先立 ち,相 手

方 と協議 して計画内容を確認 し,
協力 の範囲 ・内容を定め るとと
もに関係資料 を収集す るもの

電気通信サ ービス改善を 目的 と
した10か 年計画(1978年 ～1987

年)の 一環 として,南 部 ル ソン
の地方町村の通信網整備計画に
つ いて本格調査を行 うに先立 っ
て相手方 と協議を行い,本 格調

査 の範囲,内 容及び実施方針 を
確定す るとともに,現 地通信事
情 の調査,関 連情報 の収集等を
行 うもの

電話サ ー ビスの改善,無 電話地
域 の解消,市 外通話の 自動化,
電話網 の整備等を内容 とす る国
内電気通信網整備拡充計画につ
いて本格調査を行 うに先立 ち相

手方 と協議 して計画内容を確認
し,協 力 の範囲 ・内容を定め る

とともに関係資料 を収集す るも
の

上記事前調査の結果を踏 まえて,
本計画の経 済的,技 術的 実施可
能性を確認するための フィージ
ビリアイ調査



一498一 附属資料編

鰻1調 査 別 陣 網 人則 内 容

56

57

パ ラグアイ

電気通信 ・放送拡充 基
本計画実施調査(フ ィ
ージ ビリティ調査)

パ ラグアイ

電気通信 ・放送拡充基
本計 画実施調査(マ ス
ター プラン調査)

イ ン ドネ シア

国際通信長期開発計画実施調査

イ ンドネシア
スラウェシ電気通信網

整備計画実施調査

イン ドネ シア
ヌサ テンガラ電気通信

網整備計画事前調 査

58
日

87

45

40

17

14

名

28

12

10

5

55年度 に実施 した事 前調査 の結

果 を踏 まえて,電 気通 信 ・放送
全般 にわたる総合的長期拡充計
画 の うちパラ グアイ側 が特 に早
期 の実施 を望 んでい るデ ィジタ
ル電話交換機 のアス ンシオ ン地

区へ の導入,地 方電話網 の主要
5地 区 におけ る整備及 び国際 自

動通話サ ー ビスのアスンシオン
地区へ の導入 の三つ の計画につ
いて,そ の経済的,技 術的実施

可能性を調査す るもの

55年 度に実施 した事前調査 の結

果を踏 まえて相手方 と協議 しつ
つ電気通信 ・放送全般 にわた る

総合的 な 長 期 計 画(1983年 ～
1997年)を 策定す るもので,次
の5分 野を包含 してい る。

(1)電波監理 ・監視(2)国 内電気
通信(3)国 際電気通信(4)教 育
テ レビ放送(5)全 分野 の人材養

成

56年 度に実施 した事前調査を踏

まえて,新 たに発足 した国営国

際通信事業体(P.T.イ ン ドサ
ッ ト)の 組織 ・要員 ・運用面及
び国際電気通信網 の整備 ・拡充

か ら国際通信政策 の策定 までを
含む総合的 ・長期的開発計画を
作成す るもの

56,57年 度に実施 した イン ドネ
シア東部電気通信網整備計画の
マ スター ・プラン調 査に基づ き,
スラウヱシ地区 の地上伝送路網

整備計画 の経済的,技 術的 実施
可能性を確i認す るため のフィー
ジビ リティ調査

上 記イ ソ ドネ シア東 部電気通信
網 整備計画のマスター ・プラン
調 査に基づき,ヌ サテ ンガ ラの
地上伝送路網整 備計画 の本格調
査 を行 うのに先立 ち,相 手方 と
協議を行 い,本 格調査 の範囲,内

容を確認 し,あ わせて,必 要
な情報資料 の収集を行 うもの
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鞭i調 査 別

57 イ ン ドネ シ ア ・ス リ ・ラ
ンカ

イ ン ドネ シ ア 。ス リ ・

ラン カ海 底 ケ ー ブル建

設 計 画 事 前 調 査

ス リ ・ラ ン カ

大 コロンボ電気通信網
整備計画事前調査

ス リ ・ランカ

大 コ ロンボ電気通信網
整備計画実施調 査

フィリピン

南部ル ソン電気通信網
整備計画事前調 査

ネパ ール
地方電気通信網整備計
画事前調査

ネパ ール
地方電気通信網整備計
画実施調査

エ ジ プ ト

カイ ロ～ ア ス ワ ン ・マ

イ ク ロ ウ ェー ブ通 信 網

建 設 計 画 事前 調 査

派遣剃 人 員1 内 容

20

日

15

120

11

18

80

21

6

名

6

9

4

5

12

5

メダン(イ ン ドネシア)～ コロン
ボ(ス リ・ランカ)間海底 ケー ブ
ル建設計画 の推進に不可欠な敷

設 ルー トの海洋調査にかか る事
前調 査を実施す るとともに,所
要 資料 の収 集を行 うもの

コロンボ首都圏 の電話局全般に

かか る局 間中継線路及び一部加
入者 線路 の整備拡充を内容 とす
る計画につ いて,本 格調 査を行
うに先立 ち,相 手方 と協 議して
計画内容 を確認 し,協 力 の 範
囲 ・内容を定め るとともに関連資
料 を収集す るもの

上 記事前調査 の結果を踏 まえて,
本計画の経済的,技 術的実施 可
能性 を確認す るための フィージ
ビ リテ ィ調査

中 部 ル ソ ンの フ ィ ー ジ ビテ ィ リ

調 査 の報 告 書 を 提 出,報 告 す る

と とも に,南 部 ル ソ ンの フ ィー
ジ ビ リテ ィ調 査 の 実施 に つ い て

協 議 を行 うも の

地方諸都市相互間に通 信網 を構
築 し,電 話,テ レックス,フ ァ
クシミリ,デ ータ伝送等 のサ ー
ビス提供 の基礎確立を内容とす

る地方電気通信網整備計画 の本
格調査を行 うに先立って,相 手
方 と本格調査の内容を確認す る
とともに,所 要資料 の収集を行
うもの

上記事前調査の結果を踏 まえて,
本計画 の経済的,技 術的実施可
能性 の調査を行 うフィージ ビリ
テ ィ調査。

将来 の通信需要 の増大 に備え る
とともに,汎 ア フリカ通信網計
画を完成 させ るため,カ イロ～
アスワン間にマイ クロウ ェーブ

網を建設す るこ とを内容 とす る
計画 の本格調査を行 うのに先立
ち先方 と本格調査 の内容範囲を
確認 し,あ わせ て必要 な情報 ・
資料 の収集を行 うもの。
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年劇 調 査 別 派遣期間 人 員

57 エ ジ プ ト

カイ ロ～ ア ス ワ ソ ・マ

イ ク ロ ウ ェ ー ブ通 信網

建 設 計 画 実施 調 査

ジンパブェ
衛星通信地球局建設計
画事前調査

ジンバブェ
衛星通信地球局建設計
画本格調査

50
日

17

20

12

名

5

7

内 容

前記事前調査 の結果を踏 まえて,
本計画 の経済的,技 術的実施可能

性を確認す るため のフィージ
ビリティ調査

標準A型 衛星通信地球局(大 西

洋衛星 ア クセ ス用)の 建設を 目
的 とす る計画の本格調査を行 う
のに先立 って,相 手方 と本格調

査 の内容,範 囲を確認す るとと
もに関連資料の収集を行 うもの

上記事前調査の結果を踏 まえて,
本計画の経済的,技 術的実施可
能性を確認す るための フィージ
ビリテ ィ調査

(注)こ れ らの調査 につ いては,次 のとお り,中 間報告,調 査完 了後 の調査報 告議

案 の説明のため,現 地 に調査団を派遣 した。



一501一

調 査 年 度1国

50

51

〃

〃

〃

52

〃

〃

53

〃

〃

54

55

〃

"

"

56

〃

"

〃

〃

'7

"

57

〃

"

〃

〃

名1派 遣年度陣 劇 人 員

イ ン ド ネ シ ア

ビ ル マ

パ キ ス タ ン

〃

ス リ ・ラ ン カ

マ レ イ シ ア

マ ダ ガ ス カ ル

フ ィ リ ぜ ン

タ イ,マ レイ ジ ア,

シ ン ガ ポ ール

タ イ

ソ ロ モ ン

ル ワ ン ダ

フ ィ リ ピ ン

イ ン ド ネ シ ア

〃

タ イ

エ ジ プ ト

ボ リ ヴ ィ ア

パ ラ グ ァ イ

イ ン ド ネ シ ア

"

パ ラ グ ァ イ

〃

イ ン ド ネ シ ア

〃

〃

エ ジ プ ト

ジ ン パ ブ ェ

50

51

51(建 物)

52(機 材)

52

〃

〃

〃

53

"

54

〃

55

〃

〃

〃

56

〃

〃

57(中 間)

〃(最 終)

〃(中 間)

〃(最 終)

〃(中 間)

〃(最 終)

〃

"

"

14

14

15

14

15

12

14

22

18

10

11

正2

20

12

12

10

12

15

24

13

10

31

22

12

10

10

12

15

日

5

6

6

8

5

4

5

7

4

3

5

4

5

5

3

3

4

6

3

5

5

10

9

9

6

6

5

6

人
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第37表 過 去10年 間の電 波 ・放送 関係 開発調査実績

年度

48

49

50

51

調 査 別 派遣鯛 人 員 内 容

ザイール

放送 セ ンタ建設 計画調
査

イ ソドネ シア

無線航行援助 システム
整備計画予備調査

ペ ノレー

テ レビジ ョン放送網拡

充計画調査(第 一次)

ケニア
国営放送網拡充計画事
前調査

ペル_

テ レビジ ョン放送網拡

充計画調査(第 二次)

アフガニスタン
テ レビジ ョン放 送計画

事前調査

イ ソ ドネ シア

電子航行援助 システ ム
等設置計画事前調査

イソ ドネ シア
テレピジョン放 送網改

善事業 プロジェク ト調査

アフガニスタソ
テレピジョン放 送局建

設計画調 査

イ ン ドネ シア,マ レイ シ
ア,シ ンガポール

電子航行援助 システ ム
設置計画調査

37

日

14

80

辱,

14

84

25

24

12

40

90

7

名

1

9

3

5

4

2

1

ll

3

放送 セ ンタ建設 計画作成 のため
の調査

イン ドネ シアの主要海 域を カバ
ーす る無 線航 行援助 システ ム建

設 計画 に関す る予備調査

テ レビジョン放 送網拡充 計画策

定 のための経 済的,技 術的 実施
可能性調査

FM及 びテ レビジョン放 送網拡

充計画 に関す るフィージビ リテ
ィ調査 のための事前調査

テ レビジ ョン放送網拡充計画第
一次調査 に引 き続 く山岳地域 の

置局調査

テ レビジ ョン放送局建設計 画策
定に関す る事前調査

イ ンドネ シア主要海峡 の電子航

法 システム導入 の可能性等航行
援助施設設置計画立案 のた めの
事前調査

テ レビジ コン放送網改善計画 の

審査

首都 カブールをサ ー ビスエ リア
とす るテ レビジ ョン放送局(送
信所及び スタジオ)建 設計画に
必要な詳細設計書 の作成,機 器
設備の選定のため の調査

マ ラッカ ・シンガポール海峡及

び ロンボ ック ・マ カ ッサル海峡
におけ る航行援助施設 の整備計
画について,ロ ラン ・デ ッカ等
の電子航 法 シス テムの導入に関

す るフィージビ リテ ィ調査
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鞭1調 査

51

別 陣 鯛 人 員

52

53

ケニア
FMラ ジオ放 送網拡充

計画調査

パ ングラデ シュ

テ レビスタジオ建設計

画調 査

バ ン グ ラデ シ ュ

テ レビスタジオ実施設

計調査

ス リ・ランカ

テ レビジョン放送網建

設 計画調査

バ ン グ ラデ シ ュ

ラジオ放送会館建設計
画調査

ス リ・ランカ
テ レビジョン放送網建

設計画実施計画調査

ジョルダン
王立科学院電子工学サ
ー ビス訓練 センタ建設

計画調査

ネパール
ラジオ放送網拡充計画

事前調査

38
日

21

21

40

24

36

23

13

8

名

5

7

11

6

10

7

5

内 容

ケニア国内に19FM放 送局を建

設す るFMラ ジオ放送網拡充 計
画に基 づき,本 計画の置局計画,
中継計画,実 施体制,要 員及び
訓練計画等につ いて調査を行 う
ための派遣

ダヅカに建設 され る公開テ レビ
スタ ジオの内装設計について,
スタ ジオの 目的,規 模,構 造等

基本設計 に必要 な調査

ダッカの放送局に設置す る公開
テ レビスタジオの内装設計 につ
いて,51年 度事前調査を行 った
が,そ の結果 を基に した実施設

計 を行 うため の調査

首都 コロンボを中心に全国をカ
バ ーす る初の カラーテ レビ放送

網建設計画について,そ の技術
的,経 済的問題を調査 して,計
画 の実施可能性を確認す るため
のフ ィージビ リティ調査

首都 ダ ッカに ラジオ放送会館を
建設す る計画について,そ の基
本計画,建 設予定地 等の調査を
行 い,基 本設計に必要な資料を収

集す るとともに,先 方政府 と協
議を行 うため の調査

フィージ ビリティ調査の報告書

案 の説 明及び仕様書作成 に必要
な資料収集等を行 う実施設計調
査

セ ンタ協 力(技 術協力)を 実施

している本 セソタに係る建物 の
基本設計を行 うための調査

首都 カ トマンズの放 送スタジオ,
送信所等 の建設を主 体 とす る本
計画について,現 地放送事情 の
調査,資 料の収集等 を行 うとと
もに,先 方政府 と協議 を行い,
本格調査 の実施方針等 を確定す
るため の事前調 査
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年劇 調 査 別 瀧 綱 人 員 内 容

54

55

ネパール
ラジオ放送網拡充計画

調査

イラク
放送網整備計画事前調
査

マ レイシア

FM放 送網整備計画事

前調査

インドネシア
海上無線通信網整備拡充計

画調査

イン ドネ シア
ラジオ ・テ レビジ ョン
放送訓練セ ンタ建設計
画事前調査

マ レイシア
FM放 送網整備計画調

査

30

日

13

13

21

12

46

8
名

5

5

7

6

12

53年 度 に実施 した事前調査 を踏

まえて,首 都 カ トマ ソズの放送
送 信所等 の建設 を主ス タジオ,

体 とす る本計 画につ いて,建 設基本設
予定地等 の調査 を行 い,
計 に必要 な資料 を収 集す るととも

に先方政府 と協議 を行 うため
の調査

ラジオ及 びテ レビジ ョン放送局
の整備 計画について,本 格調査
を行 うのに先立 ち,先 方政府 と
協議 を行い,プ ロジェク トの内
容 を明確にす るとともに関連情
報 の収 集等を行 うため の調査

マ レイ半 島全域 を カ バ ーす る

VHF/FM(ス テ レオ)放 送網

及 び中波放送 の難視聴地域 にお
けるVHF/FM(モ ノホ ニック)
放送 中継 局の建 設計画について
本 格調査 を行 うのに先立ち,先
方政府 と協議 を行い,本 格調査
の範 囲,内 容等 を確定す るとと

もに,関 連情報 の収 集等を行 う
ため の調 査

海上無線通信 網整備拡充 計画 の
うち緊急 に実施 を必要 とす る部
分 につ いて,そ の経 済的,技 術

的実施可能性 を確認す るととも
に,長 期的対応 を必 要 とす る部
分 につ いては本 格調 査を行 うに
先立 ち,先 方政府 と協議を行い,
本 格調査 の範 囲,内 容及び実施
方針を確定す るとともに,現 地
通信事情 の調査,関 連 情報 の収
集等 を行 うための調 査

ラジナ ・テ レビジ ョン放送 訓練
セ ンタの建設 計画について,本

格調査 を行 うのに先立 ち,先 方
政府 と協議 を行 い,本 格調査 の
範 囲,内 容等 を確定す るととも
に,関 連情報 の収集等 を行 うた
め の調査

54年 度 に実施 した事前 調査 の結

果を踏 まえ て,マ レイ半島全域
を カパ ーす るFM放 送網 の建設
及 び中波放送 の難聴地域 におけ
るFM放 送中継局 の建設計画に
っいて,そ の技術的,経 済的実

施可能性を確認す るための フィ
ージビ リァイ調査
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年劇 調 査 別

55

56

パ ングラデ シュ

ラジオ放送会館建設計
画調査

パ ングラデ シュ

ラジオ放送会館建設計
画実施設計調査

イ ン ドネ シア
ラジオ 。テ レビジ ョン

放送訓練 セ ンタ建設計
画基本設計調査

イ ン ドネシア

海上無線通信網整備拡
充計 画調査

マ レイ シア

東マ レイ シアFM放 送
網整 備拡充計画事前調査

派遣期間 人 員 内 容

12

日

31

21

60

15

4

名

6

10

15

5

53年度 に実施 した基本設計調 査
のア フタ ・ケアとして,我 が国
の無償資金協力に よる建設 が可
能 とな るよ うな規模の縮小 につ
いて先方政府 と協議 して,基 本

的 合意 を取 り付け,実 施設計調
査 に必要 なガイ ドライ ンを作成
す るため の調査

上記調査 の結果を踏 まえて,ラ
ジオ放送会館 の建物,設 備につ
いて実施設計を行 うための調査

ラジオ ・テ レビジ ョン放送に関

す る専門的知識 ・経験 を持 った
スタ ッフを組織的に養成す るた

めの訓練 センタの建 設計画につ
き必要 な協議を行 うとともに,
その基本設計に必要 な資料 を収
集す るもの

昭和55年 度に実施した事前調査
の結果を踏 まえて,海 上無線通
信設備 の老朽化 と通 信需要 の増
大に対処するため,西 暦2000年
までの長期的 な海岸局 の整備拡
充計画の策定 に関 して現地調査,
必要資料 の収 集等 を行 うもの

マ レイシア国は,国 家開発,社

会開発の根幹を成す ものとして
FMに よる全 国放送網及び地 域

放送網の整備計画を推進 してお
り,既 にマ レイ半島 の部分につ
いては昨年度 に我が国 の技術暁
力に よ り同計画 の経済的,技 術

的実施可能性 につ いての調査が完
了 している。 そのため,残 る

東 マ レイ シア地域(サ バ,サ ラ
ワク両州)に おいて同様の計画

を策定するこ ととな った。本件
調査は,こ の計画について本格

薄罐辞暴誘鋸嘉
について協議す るとともに,関

連情報 を収集す るもの
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鞭1調 査 別 陣 鯛 人 員1 内 容

56

』石ヲー

ビルマ

テ1ノビジ ョン放送施設

拡充計画事前調査

ビルマ

テ レビジョン放送施設
拡充計画基本設計調査

タイ
ス コタイ ・タマチラ ッ
ト放送大学教育放送番

組制作 セソタ建設計画
基本設計調査

イ ソ ドネシア
ラジオ ・テ レビ放送総

合開発計画事前調査

マ レイ シア

東マ レイ シアFM放 送
網整備拡充 計画実施調
査

13
日

14

21

15

50

4

名

6

7

6

10

ビルマ国は国民統 合の推進,経

済成長,国 民 の教 育 ・文化 水準
の向上等 に果 たす テ レビジョン

放送 の役割 を重 視し全 国放送網
建設長期 計画 を策定 し,そ の一
部 の施設建設 につき我 が国の協
力を要請 して きた。本調査 は,
この計画 につ ぎ本格調査 を行 う
に先立 ち,そ の基本構想,範 囲,

内容等につ き相手方 と協議す る
とともに必要 な資料 を収集す る
もの

事前調査の成果を受けて基本設
計に必要な協議と資料収集を行
うもの

タイ国は,国 民に広 く高等教育
の機会を与え るため1978年 にス
コタイ ・タマチ ラ ッ ト放送大学

を開設 し,通 信教育,ラ ジオ ・
テ レビジョソを通 じての教 育放
送,ス クー リングに よ り教 育を
行 い成果 を上 げてきているが,
これ を拡充す る こととし教育放

送番組制作 セ ンタの建設 につ き
我が 国の協 力を要請 してきた。
本調査 は,本 計 画につ いて相手
方 と協議す る とともに番組制作
設備,建 物等につい て基本設計
を行 うた め必要 な資料 の収集を

行 うもの

全 国を対象に した放送分野全般
にわた る長期計画の策定 と緊急
に実施が必要 とされ る全国 ラジ
ォ ・テ レビジ ョン番組伝送回線

網建設等の短期計画の実施を内容
とする本計画の本格調査を行

うに先立 って,相 手方 と調査 内
容の確認をす る とともに必要資

料 の収集を行 うもの

56年 度 に実 施した東マ レイ シア

地域(サ バ ・サ ラワク両州)の
FM放 送網整 備の事前調査 を踏
まえて,本 計画 の経 済的,技 術

的実施 可能性 を確 認す るための
フ ィ_ジ ビ リテ ィ調査

(注)こ れ らの調査につ いては,次 のとお り,調 査完 了後,そ の調査報告書案 の説

明のため,現 地 に調査団を派遣 した。
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調 査 年 度

48

49

5且

"

52

53

"

〃

54

55

〃

〃

56

〃

"

〃

57

陣 名

ペ ル ー

"

ア フ ガ ニ ス タ ン

ケ ニ ア

パ ン グ ラデ シ ュ

〃

ジ ョ ル ダ ン

ス リ ・ラ ン カ

ネ パ ー ル

マ レ イ シ ア

パ ン グ ラデ シ ュ

ネ パ ー ル

イ ン ド ネ シ ア

〃

タ イ

ビ ル マ

マ レ イ シ ア

派 遣 年 度 1派 遣鯛

49

〃

51(2回)

51

52

53

〃

54

〃

55

〃

〃

56(ラ ジ オ ・TV)

〃(海 上 無 線)

57

〃

〃

20

13

24

14

13

11

10

15

2星

ll

l2

12

7

9

7

8

12

日

人 員

5

2

8

3

6

3

4

5

6

4

5

5

5

6

5

4

5

名



第38表 過去10年 間の通信 ・放送分野におけ る円借款一覧 表

年度

48

49

供 与約 束

成立年月日

48.5。ll

48.7,27

49.8.14

49.9.20

49,12.9

供 与 先

マ ダ ガ ス カ ル

イ ン ド ネ シ ア

計

タ イ

イ ン ド ネ シ ア

ア ル ジ ェ リ ア

金 額

(百万 円)

2,200

832

1,221

4,253

6,000

1,915

2,011

1,800

2,500

1,400

供与

機関

基金

〃

〃

輸銀

基金

"

〃

ワ

〃

年利

(%)

4

2.75

'ノ

4

2.75

"

3.75

〃

ワ

据置
期間
(年)

7

10

〃

7

10

〃

7

〃

〃

返済
期間
(年)

25

30

〃

20

30

〃

25

,'

対 象

マイ クロウェーブ通信施設設

置計画

テレビジョン放送網拡充計画

ジャカル タ ・モーバ イル電話

交換機計画

首都圏電話施設拡充 計画
(第二次)

テ レビジ ョソ放送網改善 計画

中波 ラジオ放送網計画

テ レムセン ・アンナバ間マイ
クロウェーブ建設計画

オ ラソ ・コンスタンチヌ間同

軸 ケーブル建設計画

第二地球局建設計画

{第一地球局SPADE
システム設置計画

備 考

47.4,12に 供 与約

束 した も の の残 額

[

8
の

1



49

50

51

49.12.18

50.2.28

50,6.30

50,10.7

51.5.11

5L11,13

52。2.18

ジ ョ ル ダ ン

リ ベ リ ア

計

パ ラ グ ア イ

タ

計

イ

バ ン グ ラデ シ ュ

韓 国

イ ン ド

計

1,400

3,700

750

3,000

1,800

26,276

2,000

9,550

11,550

1,200

6,600

9,000

16,800

基金

〃

〃

〃

輸銀

基金

"

基金

〃

〃

3.75

"

〃

〃

4.0

4.0

〃

1.875

4.25

3.5

7

〃

〃

'ノ

7

5

7

10

5

10

25

ノ'

〃

'ノ

25

20

〃

30

20

30

アル ジ ェ ・ラ グ ア ッ ト及 び コ

ンス タ ン チ ヌ ・テ ベ ッサ間 マ

イ ク ロ ウェ ー ブ建設 計 画

テ イ ズ イ ウ ズ,テ ィ ア レ ッ ト

及 び南 部 の3地 区 マ イ ク ロ ウ

エー ブ建 設

地 方 都 市 マイ ク ロ ウ ェー ブ建

設

都 市 電 話 施 設拡 充 計 画

電 気 通 信 網拡 充 計画

マイ クロウェーブ通信施設設

置及 び衛星通信地球局建設計
画

長距離電話施設拡充計画

同軸ケーブル計画

通信施設拡充計画

電気通信計画

ダ ッ カ 。チ ッタ ゴ

ン間

1

$り

_1



年度

52

供 与約 束

成立年月日

52.4.5

52.4.26

52.6.10

52.12.2

53.3.29

53.3.31

供 与 先

パ キ ス タ ン

ザ ン ビ ア

タ イ

ス リ ・ ラ ン カ

タ イ

ペ ル ー

計

金 額

(百万 円)

1,90Q

2,170

5,850

互,940

9,480

3,600

24,940

供与

機関

基金

輸銀

基金

"

〃

〃

〃

年利

(%)

3.5

4.75

3.25

3.5

3.25

5.0

〃

据置
期間
(年)

10

7

7

10

7

7

〃

返済
期間
(年)

30

20

25

30

25

20

〃

対 象

電子交換機導入計画

ラジオ ・テ レビジ ョン放送網

拡充 計画

首都圏電話網拡充計画
(第三次)

電話網拡充計画

首都圏電話網拡充計画

国内衛星用可搬型地球局建設
計画

マ イクロウェー ブ網建設 計画

備 考

カ ラチ国際電話交
換機及 びラホール
市 内電話交換機

48,L23付 の もの

の増 額

第4次 円借款 タイ
電話 公社 の第3次
電話網 拡充計 画の
一環

コロンボ区域 外第

2次 電気通 信開発

計画

第5次 円借款タイ
電話公社の第3次
電話網拡充計画の
一環

リマ,イ キ ー トス,

タ ラ ポ ト及 び プカ

ル パ の4都 市 に設

置

セ ロテバ ス コ ・ブ

カ ル パ間

!

望
　

【



53

54

53.4.多

53.9.22

53.11.7

53.11.7

53.12,20

54.8.20

54.10。 .2

54.ll.20

タ ン ザ ニ ア

マ レ イ シ ア

フ ィ リ ピ ン

マ ダ ガ ス カ ル

イ ン ド ネ シ ア

計

エ ジ プ ト

ケ ア

ビ ル マ

2,40Q

5,558

157

4,500

2,800

15,415

5,138

7,878

2,220

基金

〃

'r

■'

〃

基金

〃

〃

3.0

4.0

3.25

3.5

2.75

3.5

3.0

2.25

10

7

10

7

10

10

〃

〃

30

20

30

25

30

30

〃

〃

通信施設拡充計画

東西マ レイ シア海底同軸 ケー
ブル敷 設計画

ルソン島北部電気通信網建設

計画に係 るエ ンジ ニ ア リ ン
グ ・サー ビス

南部マイ クロウェーブ網建設
計画

マ イ ク ロ ウェ ー ブ網建 設 計 画

スエズ運河地帯電話網整備計
画

電気通信網改善計画

第2次 電気通信網近代化計画

首 都 タナ ナ リプ,
フ ィナ ラ ン ツ ォア

及 び ツ ヤ レ アル の
3都 市 を 結 ぶ マ イ
ク ロウ ェ ー ブ網

ジ ャ ワ島 とバ リ島

と を結 ぶ マ イ ク ロ
ウ ェー ブ網

電話交換機 の増設
及び電話 ケーブル
の敷設

電話交換機 の増設
及び電話 ケーブル
の敷設 とマイク ロ
ウェーブ回線 の建

設

電話 交換機,テ レ
ックス交換機,マ1
イ クロウェーブ回 臼

線等の増設H
1



年度

54

55

供与 約 束

成立年月日

54.11。30

55.1.14

55.1。28

55.4.2

55.6.lO

55.6.20

55.6,28

55.8.5

55.12。23

供 与 先

イ ン ド ネ シ ア

イ ン

ペ ル

計

ド

タ ン ザ ニ ア

ド ミ ニ カ

フ ィ リ ピ ン

ジ ョ ル ダ ソ

イ ン ド

イ ン ド ネ シ ア

金 額

(百万円)

2,640

2,700

436

24,652

3,300

3,391

850

8,693

5,000

3,960

供与

機関

基金

,'

〃

基金

〃

〃

〃

〃

年利

(%)

2.5

2.75

4,25

1.5

4.25

3.0

3,75

2.75

2.5

据置
期間
(年)

10

〃

7

10

7

10

7

10

〃

返済
期間
(年)

30

〃

25

30

25

30

25

30

〃

対 象

電波監視体制整備計画

電気通信網拡充計画

沿岸無線整備計画

電気通信施設拡充計画

地方電気通信網整備計画

郵便施設拡充計画

諸都市電話交換機 ・電話網拡
充計画

電話通信網拡充計画

ジ ャカルタ電話網拡充計画

備 考

1

ヨ
の

1

電話交換機の増設 蜘

電子交換機 の新増
設 と関連 マイク ロ
ウェーブ回線 の建

設

電話 電報サ ービス
網(交 換機,伝 送
回線,端 末機)の
整備

郵便処理機器及び
集配用車両の改善
・拡充

電子交換機,市 内
ケーブル,市 外伝

送路 の建設

ク ロスパ交換機 の

設置

中継線のPCM化



55

56 56.6,9

56.7。17

56,11.23

56,11.30

57.1.13

57.1.14

計

フ ィ リ ピ ン

イ ン ド

バ ン グ ラデ シ ュ

チ ュ ニ ジ ア

イ ン ド

パ キ ス タ ン

2,300

27,494

7,600

9,400

1,792、5

4,100

6,000

1,900

基金

基金

〃

〃

"

〃

〃

2,5

3.0

2。75

1,875

4.25

2,75

2.75

10

10

〃

〃

7

10

〃

30

30

〃

〃

25

30

〃

沿岸無線通信施設整備計画

地方通信計画

電気通信施設拡充計画

ダ ッカ ・チ ッタ ゴン間 マ イ ク

ロウ ェ ー ブ及 び タ リバ バ ド ・

ダ.力 間 同軸 ケ ー ブ ル計 画

通信施設拡充計画

電気通信施設拡充計画

沿 岸 部 マ イ ク ロ ウェ ー ブ計 画

中央情報セ ソタ'
送 ・受信局の建設
・改修

北部 ル ソン地域の
電気通信網整 備

クロスパ交換 機,

電子交換機及びマ
イ クロウェー ブ電
話回線網設置

51。5E/Nの 「ダ ッ

カ ・チ ッタ ゴ ン間

同軸 ケ ー ブ ル 計

画」 の変更 と,支

出期 間 の延 長

衛星通信地上 局の
建設,可 搬型交換
機の調達,ト ラン
ス ミッシ ョン網の

建設

56.7E/Nの 同 名

の プ ロジ ェ ク トへ
の第2次 分

臨海都市間のマイ
クロウェーブ通信

回線 の開設1

9
ゆ

1



年度

56

57

供 与 約束

成立年月日

57.1.23

57.4.7

57.6.30

57.7.7

57.7.28

供 与 先

イ ン ド ネ シ ア

計

ケ ニ ア

ペ ル ー

ジ ョ ル ダ ン

ザ ン ビ ア

ガPナ

金 額

(百万円)

5,908

36,700.5

6,450

9,870

12,110

7,049

5.888

供与

機関

基金

基金

〃

〃

〃

〃

年利

(%)

3.0

3.5

4.25

〃

3.5

〃

据置
期間
(年)

10

10

7

〃

10

'ノ

返済
期間
(年)

30

30

25

〃

30

"

対 象

遠隔地通信整備計画

通信施設拡充計画

リマ首都圏電話網拡充計画

電話網拡充計画

マイク ロウェーブ通信網整備

計画

通信施設拡充計画

備 考

1

9
ら

1

ジャワ以外 の地方

都 市間マイ クロウ 琿

謡 ブ通信綴 選

交換機,ケ ーブル
等 の増設に よる通
信網 の整備

リマ市内15万 回線
の増設 等 及 び 国

際,国 内長距離電
話局 の整備

ア ンマン ・アカバ

地 区の都市電話サ
ー ビスの拡張及び

南部農村地区の電
話網 の整備

ザ ンビア北東部の
マイ クロウェー ブ

網 の建設

マイ クロ回線 の増

設,UHFリ ソ ク
の新増設及びテ レ
ビ中継局の建設



58 57.8,31

58.1.22

パ キ ス タ ン

ソ マ リ ア

計

4,840

3,200

5,270

54,677

基金

〃

〃

2.75

〃

1.5

10

"

〃

30

〃

'F

イス ラマバ ー ド衛星地球局,

第二国際交換局建 設計画

マイ クロウェーブ通信網増設

計画

電気通信網拡充計画

カラチに続 き,北

部の イス ラマバ ー
ドに,第2の 衛星

地球局及び国際交
換局を建設

カラチ 。ラワル ピ
ンジ間既設 マイク
ロ幹線網の回線増

設

首都モガディシュ
の電話設備及 びテ
レックス設備 の増

強

(注)1.供 与約束成立年月 日とは,交 換公文署名年月 日である。

2,「 返済期 間」は,据 置期問 を含んだ期間である。

1

ヨ
ゆ

1



一516一 附属資料編

第39表 過去10年 間の通信 ・放送 分野 における無償 資金協カー覧表

交換公文署名
年 月 日

48.1.29

48.3,30

49.6.28

51.10.9

51.11.3

52.1.25

52.7.30

52,8.13

53.9.26

54.7.25

54.8.7

55,3.13

55.6.18

55,6.13

56.1.22

56.6.22

56.7.5

57.6,24

57.6.30

57.8.2

57.8.20

供 与 先

イ ン ド ネ シ ア

タ イ

〃

ビ ル マ

ア フ ガ ニス タ ン

パ キ ス タ ン

〃

イ ン ド ネ シ ア

パ ン グ ラデ シ ュ

ス リ ・ラ ン カ

ジ ョ ル ダ ン

パ ラ グ ア イ

ル ワ ン ダ

ス リ ・ラ ン カ

ビ ル マ

パ ソ グ ラデ シ ュ

不 ハ ー ル

タ イ

ビ ル マ

パ ソ グラデ シ ュ

イ ン ド ネ シ ア

金 額

(百万円)

100

163

790

600

950

1,000

1,200

240

700

2,000

1,000

600

1,350

1,700

35

1,440

1,950

1,765

1,730

740

1,800

対 象 プ ロ ジ ェ ク ト

アンタ ラ通信 ニ ュース ・セソタ拡充計画

モソ クッ ト王工科大学校舎等建設計画

モン クッ ト王工科大学講堂,体 育館等建

設計画及 び実験訓練用機材 の購入

電話機器,電 話回線網拡充計 画

カブール ・テ レビジョン放送局建設計画

パキスタ ン中央電気通信研究所建設計画

〃

アンタラ通 信施設 拡充 計画

学校 教育放 送施設整 備計画

テ レビジ ョン放 送局建 設計画

王 立科学 院電子工学 サ ービス訓練セ ンタ

建 設計画

衛星通信地球局等改修計画

衛星通信地球局,マ イクロウェーブ網,

国際電話 ・テ レヅクス交換 システム建 設
計画

全国 テ レビジ ョン放送網整備計画

電話網補修計画

ラジオ放送会館設立計画

中波 ラジオ放送網整備拡充計画

放送大学番組制作 セソタ建設計画

テ レビ放送施設拡充計画

ラジオ放送 会館建設計画

ラジオ放送 訓練 セ ンタ建 設計画




